
（惣一紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会名： 京都市農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３０年４月１日現在）

　　

口

　　　

貝

　　　　　　　

１，９３９．７

　　　　

８３０，８

　　　　　

８１１，０

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

農家数（戸）
総農家数 ４，２９９

自給的農家数 １，７７４

販売農家数

　

主業農家数

　

準主業農家数

　

副業的農家数

２，５２５

主業農家数 ６０８

準主業農家数 ５６４

副業的農家数 １，３５３

　　　　　　

農業者数（人）

農業就業者数

　　　

４，３１９１隆幸嚢
１

　　　　　　　　　

２，０８４

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

替わった場合はいずれも記載

１９．８ ２，７７０．５

１任期満了年月日

　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　

Ｈ

　

３

　

１ 年

　　

３月

　

３

　

１日

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ２９ ２９ ４

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

２１

　　　

２０

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　

１１

　　

認定農業者に準ずる者

　　

女 性

　　　　　　　　　　

一

　　　　

３

　　

４０代以下

　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切り

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

２２１

基本構想水準到達者

　　　　

１３７

認定新規就農者

　　　　　　

２１

農業参入法人

　　　　　　　

２１

集落営農経営

　

特定農業団体

　　

落営 －組

　　　　　　　　

３

※農業委員会調べ



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　

目

　

の

　

地面 貝

　　　　　

これまでの

　　

面積

　　　　　　　　　

｛

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　

２，５００．ｏｈａ

　　　　　　　　

２３９．６ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

９，５８％

　

環

　　　

緯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　

集 恨 率

　　　　

－

　

塊

　　　

仇

　　

ー

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

課

　　　　

題

　　

・特に耕作放棄地が多い中山間地域等では，担い手が不足しているため，農地中間管理機構や特定農業法人との運

　　　　　　　　　　　

・耕作放棄地の増加や，相続による農地所有の分散化等の課題がある。

　　　　　　　　　　　

携，貸付意向のある農地の情報発信，借り受け希望者の掘り起こしが必要。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

３２８．５ｈａ ３６９．ｏｈａ １２９．４ｈａ １１２．３％

※１ 集積目標は、為
ー
ー面をＬｉ，

、した

　　

面貝

　

記入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
・農用地利用円滑化団１ゃ（京都中・ふるさと公社），

曲ムム．

　

・

　　　

ｒ

　　　

ｒ‐‐の情報提供（通年）
・市農政部局と連携して，貸し手，借り手の意向把握（通年）
・農地の利用，～

　　

′

　

、１．一 ャ｝１二 脅（６月～８月，１月～２月）

　　　　　　　　　

．口′

　

－ロリｉノ′ｒ

　　

ノ
・新規就農者をはじめ，担い手の掘り起こしと育成（通年）

活動実績
・農用地利用円滑化団体（京都市）等への情報提供（通年）
・新規就農希望者と貸付希望農地のマッチング（通年）
・市農政部局と連携して，貸し手，借り手の意向把握（通年）
・農地の利用集積に向けた掘り起こし活動（６月～８月，１月～２月）

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 ・目標値を到達出来た。

活動に対する評価
・関係機関と規模拡大志向者の掘り起こしを進めるとともに，貸付け意向のある農地の情報を共
有し，集積を一層，図る一方で，条件不利地等における借手離れが進行してきている。更なる
流動化を推進するためには，生産環境の改善や獣筈対策等も視野に入れた対策が不可欠。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

２６経営体 ２７経営体 ２３経営体

平成２７年度新規参入者
が取得し弁農地面積

平成２８年度新規参入者
が取得しか島洲而精

平成２９年度新規参入者
が取得した農地面落

９．３ｈａ ９．５ｈａ ７．ｌｈａ

課

　　　　

題 ・経営の自立が難しく，就農後の定着や規模拡大，認定農業者へのステップアップが進み難い。

※１ 新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　

３０経営体

　　　　　　　　

１８経営体

　　　　　　　　　　　　

６０％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　

－ｈａ

　　　　　　　　　　

４．８ｈａ

　　　　　　　　　　　　

－ ％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

　　　　　　　　　

・新規就農者，新規参入者への相談対応（通年）

　　　　　　　　　

・参入後の支援（通年）

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

活動計画

　　　

・農地確保に向け農地所有者，地域との調整（通年）

　　

　　　　

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　

　　

　

　

　　

　

　　　　　　　　　　

・新規就農者，新規参入者への相談対応（通年）

　　

活動実績

　　　

・農地確保に向け農地所有者，地域との調整（通年）

　　　　　　　　　　

・参入後の支援（通年）

※

　

活動実績は、目標の達成のために、何月に何日何を行ったのか等詳細かつ具体的に記入

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
・目標は，下回ったものの，着実ｒ参入者と増く夕」し【，．

＋諭

　

．・－口１・一′”、て※・ニルノ曲

　

ムとｖノ
”－ノー
Ｗー …′；”ムザセ７曹地とｖノ、

　

ノング玄き此うス レポ

活動に対する評価 できた。さらに新規
参入を促進するためには，より積極的な活動が必要。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１
面積（敵

　　

コ１

　

割合（目／Ａ×１ｏｏｉ

　

．

３．ｏｈａ

　

＝

　　　　　　　

ｏ．５％１

　
　　 　

　

　
　当の期間と手法の検討が必要。

の提供が重要。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

遊休農地面積（敵

　　

コ 割合（Ｂ／ＡＸ
（平成３０年４月現在） ２，５１３．ｏｈａ

　　

＝

　　　　　　　　

１３．ｏｈａ

・地理的条件の悪い山間地における耕作放棄地の解消は，相当の期間と手法の検討が必要。
・平野部の耕作放棄地については，作り手の掘り起こしと情報の提供が重要。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状、

　

の遊休農地の合計面積を記入

ま、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と
項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第
面積を記入

１号

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） １

　　　　　　

４．２ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｌ．７ｈａ‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　

４０．４８％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

　

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法１．農地利用最適化推進委員，農地調査協力員等による現地調査

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１１～１月

その他の活動

　　

一一一彫ー実翻）

　　　　　

－±夫－－

　

－期

　　　　　

；：＝舎鴎要二り しめ時期

活
動
実
績

調査 １６４人 ６月 ～１０月

　　　　　　　　　

１０月～１２月

農地の利用意向
調査

調査実施時期

　

１１月～１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１月～３月

調査数：

　　

６３

　

筆 調査数：

　　　

０

　　

筆 調査数：

　　

０

　　

筆

調査面積： ４．ｏ

　

ｈａ 調査面積：

　　

ｏ

　　

ｈａ 調査面積：

　

ｏ

　　　

ｈａ

その他の活動

４

　

目標及び活動に対する評価

　

目標に対する評価 １．一定の改善実績が得られたが，目標値を下回魂。

　　　　　　　　　　

１

　

　

　

　
　

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

ず

　

活動こ対する評価 嘉穂塞醸醜鰹の繋駕罰謙遜署の改善実績が得られた。‐方，新たな耕作放棄地の発生がみられること

４



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，５００ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ．４６ｈａ

　　

帽

　　　

…

　　　　　　

管内の農地面積（Ａ）

　　　　　　　　　

違反転用面積（Ｂ）

　　　　　

１

　

筈”
現
＾^ 」十［

婆Ｌ、

　　　　

＝

　　

廿

　

十旧十

　

十

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

半成３０牛４月現在ｊ

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

謡

　　　　

顕

　　　

，農地法第３条による農地取得後の無断転用が見受けられる

　　

“小

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

川

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

榊十一

　

Ｍ 小

　

Ｔ

　

中

　

．

　　　　

Ｖ

　　　　　

ｆ

　

Ｗ胎畢ｒｌ十旧

　

十

　

′．いり１門轡

　

リ

　　　

ハハ

　

テ

　

′十ｆＶ

　　　　

Ｉ

※

　

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績
実

　　　

績① 増減（Ｂ①）

１．３４ｈａ ０．１２ｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
６月～８月（現地確認，電話，面接による所有者への改善指導）
８月以降（随時，

一●●

　

●－－・

　　

＝●… 、－１ＩＪｒｙ，前年度における３条，４条，５条許可案件について，農地パトロー
ルによる利用状況を調査する。

活動実績 ・活動計画に基づく現地調査並びに電話や面接による改善指導に取組んだ。
・新たな違反転用の早期発見，〒

　　

尊ミ・－向け農地パトロールに取組んだ。

活動に対する評価 ・継続
的な指導により改善出来た事例や改善に向けた動きを進めているものもみられる。

・関係機関との連携により改善に向けた指導を進める。

に記入

５



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１ 農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数： １０１ 件、うち許可 １０１ 件及び不許可

　　　

０

　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員による現地調査及び添付書類等による書類審査

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 現地調査結果に基づく許可基準の審議

是正措置 特になし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

○件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ○件

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録の閲覧により対応

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間 １申請書受付締切日から３０日１１ 処理期間（平均）１

　　　　

３０日

是正措置 特になし

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　

２８件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員による現地調査及び添付書類等による書類審査

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 現地調査結果に基づく許可基準の審議

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録の閲覧により対応

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間 １申請書受理から

　

４０

　

日１１ 処理期間（平均）１

　　　　

３２日

是正措置 特になし

２



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
し、て

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２２

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

２１ 法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ２１ 法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　

一

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

提出しなかった理由

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｅ

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　　　

２３３筆
公表時期

　　

平成３１年１月

情報の提供方法：ホームパ・ ジ，農委だより

是正措置 特になし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　　　

９８１件
取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法：京都府経由で国へ報告

是正措置 特になし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　

２，７４５．９

　

ｈａ

データ更新：随時更新

公表：閲覧用農地台帳及び全国農地ナビでの公表に対応

是正措置

※その他の事務
上記□から肌に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。

７



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務 特になし

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務
特になし

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

しＨＰに公表している

事務所で閲覧により対応

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　

意見の提出件数

　　　　　

２件

提出先及び提出した

　

意見の概要

提出先

　

京都府農業会議，全国農業会議前
・ 平成３１年度農林関係税制改正に関する要望

提出先

　

京都府農業会議，京都府
・ 平成３１年度京都府農林施策への提案へのアンケート

２

３

　

活動計画の点検・評価の公表

　

ＨＰに公表してい‘′

　　

表

　

ー、次③

　　　

その他の方法で公表している

８



平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 向日市農業委員会

会の状況（平成３０年４月「日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

１０１

　　　　

４６

　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－ １４７

経営耕地面積

　　　　　　　　

８５

　　　　

４５

　　　　　

１０

　　　　

３５

　　　　　

０ １３０

遊休農地面積

　　　　　　　　　

０

　　　　

４．５

　　　　　　

０

　　　　

４．５

　　　　　

０

　　　　

４，５

農地台帳面積

　　　　　　　　

９１

　　　　

５４

　　　　　

０

　　　　

５４

　　　　　

０

　　　　

１４５

耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
は、農林業センサスに基づいて記入
は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　

農業者数（人）

　　　　　　

Ｉ

　

　　　　　　　 　　　
国莱刷未有数 １

　　　　　

乙０６１

　

ー女件 １

　　　　

１２６

　

１ｆ三票…デ

　

１ ーー
三

　

　　　　　　　

　　　　　　　

　

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

人）

　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

２６８

　

認 定農業者

　　　　　　　　　　　　

Ｏ

１２６

　

基本構想水準到達者

　　　　　　　

１６

５ 認定新規就農者

　　　　　　　　　　

０

い

　　

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

０

　　

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　　

特定農業団体

　　　　　　　　　　

Ｏ

　　　　

・ 呂

　

組 織

　　　　　　　　　　　

○

　　

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

２８５

自給的農家数

　　　　　　　

１０８

販売農家数

　　　　　　　　

１７７

　　

主業農家数

　　　　　　　

２３

　　

準主業農家数

　　　　　　

４３

　　

副業的農家数

　　　　　

１１１

※

　

農林業センサスに基づいて記入

員会の現在の体制

く農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

副

選挙委員 選任委員
合計

定数 実数 農協推薦 共済推薦 土地改良推購 議会推薦 計

農業委員数

　

認定農業者

　

女性

　

４０代以下

認定農業者
女性
４０代以下

く農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

日 ３２ 年 ７

　

月 １９ 日１

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１６

　　　

１５

　　

認定農 業者

　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　

－

　　　　　　

０

　　

女 性

　　　　　　　　　

一

　　　　

２

　　

４０代以下

　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員

り替わった場合はいずれも記載
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ロ

　

担い手への農地の利用集積ー集約化

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　

目

　

の

　

地面積

　　　　

これまでの

　

積面

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　

１４５．ｏｈａ‐

　　　　　　　　

２０．９ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

１４．４％

， 騨 歯の…働 キー制‐
ゴ
ーの
嘉島
梼
１

　　　　　　　　

の農業者に利用集積を図る必要がある。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条

　　

める者 へ利用集積されている農地の総面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

２２ｈａ ２０．８ｈａ ｏｈａ ９４．５％

※１ 集積目標は、活動言＝四に。し参した

　

積面

　

を。己入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 各種会合等において利用権設定の周知・啓発活動を行う。

活動実績 各種会合や農家組合への案内を通じて農家へ利用権設定の周知・啓発を行った。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 利用権設定による農地げ・二ヤマじ小図られるよう、市長部局に対し働きかけていく。

活動に対する評価 利用権設定が農家に十分浸透するよう周知を図る。
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ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

０経営体 ０経営体 ０経営体

乙′年度新規参入者
が取得した農地面積

２８年伐瑚規参入者
が取得した農地面積

２９年度新規参入者
が取得した農地面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題
担い手の高齢化が進んでいることから、認定農業者制度や法人化のメリット等につ
いて農業者に周知し、担い手の確保を図る必要がある。

　

記入し、
、 人雇用

　　

元

　

、
Ｒはａ

　

まい。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

※２ 参入実績は、１年間
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
若手農業者等へ認定農業者制度の周知を行い、認定農業者となるべき農業者の掘
り起こしを行う。

活動実績 パンフレット等で制度の周知を行った。

日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 具体的な活動計画が必要

活動に対する評価 一層の周知が必要
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Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

現

　　　

状
（平成３０年４月現在） １４５．ｏｈａ

　

，

　　　　　　

４．５２ｈａ

　　　　　　　　　　　　

３．１％

足により、たけのこ畑を中心に耕作放棄地が発生してし

　

課

　　　　

題

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　

平成３０年度の目標及び実績

ー

　

解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） １

　　　　　

ｌｈａ

　　　　　　　　　　

ｏ．３８ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

３８％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２ 解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

２

　

平

　

３ ０

　　　

の 目 ホ

　

び

　

、

　　

解消目標①

　　　　　　

解消実績②

　　　　　　

達成状況（②／①×１００）

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

２０人１

　　　

７月 ～８月

　　　

１

　　　　

８月 ～９月

調査方法

１ 管内全域を調査区域とするが、農用地区域内のたけのこ畑（竹林）を重点
区域に指定し調査を行う。
２

　

遊休化している場合は、当該農地の状況をさらに詳しく確認し、写真を撮
り、地図等に記録する。
３

　

調査区域を３地区に分け、担当の農業委員を決め卿且せ，一ノ。

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１０月～１１月

その他の活動

　

醍宜員数（人熱）

　　　　

ｗ切且ノ、“凹，「期

　　　　

調白んム果取りまとめ時期

活
動
実
績

調査 ２０人 ７月 ～８月

　　　　

１

　　　　　

１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期

　

９月～１１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１２月～１月

調査数：

　　　

１６７４筆 調査数：

　　　　　

０筆 調査数：

　　　　　

０筆

調査面積：

　　　

４．５２ｈａ 調査面積＝

　　　　

ｏｈａ 調査面積：

　　　　

ｏｈａ

その他の活動 地元委員を通じて指導

　

” の

４

　

目標及び活動に対する評価

　　　

ム

　　

ー

　　　　

市の

　　　　

地は、たけのこを産出する竹林（畑）であり、その解消は相当の時間目標に対する評価１悌躍璽奉職滋鷺譲諏滝喪献職務蝿の解消は相当の時間１

　

活動に対する評価 樹図
薪ぎ 解消に向け、農業委員を中

心として、各農家への指導等、取り組みの強
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Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

　　

現

　　　

状

　　　　　　

管内の農地面積（Ａ）

　　　　　　　　　

違反転用面積（Ｂ）

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　　　　　

１４５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　

課

　　　

題

　　

引き続き、農地法の周知や農地パトロール等を通じて、違反転用の早期発見と未然

　　　　　　　　

防止を図る。

※

　

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ－①）

ｏｈａ ｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画 農地法の周知を図り、違反転用防止の啓発を行う。

活動実績 日常的な農地パトロール及び改正農地法の周知を図る中で、違反転用防止の啓発
を行った。

活動に対する評価 管内農地の把握につながった。

に記入
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Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　　

３件、うち許可

　　　

３件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 中

－青音

　　

・

　

ｍ、を『Ｊノとともそこ、ｉ色ノＬＶＪ』

　

～－及じ
びに必要に応じて申請者に対し聞き取りを行っている。

是正措置

総会等での審議
実施状況 関係法令・審査基準に基づき、議案ごとに審議している。

是正措置

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

３件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録に記載の上、閲覧に供している。

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から ４ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

３ｏ日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

是正措置

総会等での審議
実施状況

是正措置

審議結果等の公表
実施状況

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

日１１処理期間（平均）１

　　　

日

是正措置
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３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　

法人

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

０

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

動肌 ｛二：二仏人の要件を欠くおそれがあるため農業委員
会が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人
数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　　　

０件
公表時期

　　

平成

　

年

　

月

情報の提供方法：

是正措置 近隣自治体や京都府内の賃借料を提供していきたい。

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　

州

　

三 ・二

　　　　　

２ｏ件
取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法：「票１±

　

三，．；：ｉ；‐借賃等調査」により府・国べ情報提供を
行った

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１４５ｈａ

データ更新：農地基本台帳の登載情報が変わり次第更新

公表：

是正措置

※その他の事務
上記□から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。

７ペー・ジ



Ｗ

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

く要望・意見）

（対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

く要望・意見）

〈対処内容〉

※

　

□～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

の他の礎餅公表している

事務局にて閲覧

ＨＰに公表している

　　　

その他の

　　　

｛公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　　　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

日Ｐそこ＠排している

　

その他の方法で公表している

８ページ



目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ：

　　　

長岡京市

０年４月１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　

１０７

　　　　

９６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０３

経営耕地面積

　　　　　　　　

８３

　　　　

８８

　　　　　

３５

　　　　

５３

　　　　　　　　　　

１７１

遊休農地面積

　　　　　　　

０．６

　　　

１１，１

　　　　　　　　　　

１１

　　　　　　　　　

１１，７

農地台帳面積

　　　　　　　

１０２

　　　

１４６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２４８

、て記入
定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

２２

基本構想水準到達者

　　　　

１４

認定新規就農者

　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　　　

呂

　

糸担

　

、

　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ

－閣議嚢饗数
１１農業華
人）１

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

３６１

自給的農家数

　　　　　　　

１４６

販売農家数

　　　　　　　　

２１５

　　

主業農家数

　　　　　　　

４１

　　

準主業農家数

　　　　　

５６

　　

副業的農家数

　　　　　

１１８

※

　

農林業センサスに基づいて記入

４１

　

※

　

農林業センサスに基づい

　　　　　

入辛 人

５６

　

て記入。 集落営農経営

１１８ 特定農業団体

１任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日’

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　　　　

十廿

　

十－

　

▲”… ” 廿十 一，

　

，堪★…－

　

”
－

　

ム

　

ー

　　　　　

，
定数
，
実数
，
農協推薦１共済推薦１土地改良推蕗１議会推薦１

　

計 １

　　

１

　

， 幽血字

　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１ １

　　

１

　　

１

　

１ 件
辰 侶

　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

１

１
一

１

　　

１

　　

１

　　

１

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 １９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ３ ３ ３

農業委員

定数 実数

農業委員数 １４ １４

認定農業者 ４

認定農業者に準ずる者 ３

女性 ２

４０代以下 ０

中立委員 Ｉ

で切り替わった場合はいずれも記載



Ｂ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　

Ｅ

　

の Ｒ±

　

面 貝 これまでの

　　

面 貝

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　

２０３ｈａ

　　　　　　　

３９．４９ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｌ９．５％

，豊 艶 、 端岡
鵡“一％。

１
蝋率 １

　　　　　　　　

担い手の経営農地が分散しており、規模拡大には、農地の集約化が必要

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条

　　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入
、手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※１

　　

員目

　

、は、

　　

言 園 こ言 ず

　　　　

貝

　

言

※２ 集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のう
ち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 農用地利汗二，ハ．面による利用権設定の制度周知をするとともに、農地中間管理．一ル瞥日目撚．…。ｄ１・、＊沸Ｌ，農地の集積・集約化を図る

活動実績
農業委員、農地利用最適化推進委員や各種団体の会合を通じて、制度周知に努め
た。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 制度周知を進めるとともに、関係機関とも連携して農地の集積・集約化を図っている。

活動に対する評価 さらなる利用権設定の制度周知を行い、利用権設定を行っていく必要がある。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

０

　

経営体 ０経営体 ０経営体

　

２７年趨刑，－参入者

　

が取得し力農撒面積 農挑面積 ミ脂但１．考農地面積

ｏｈａ ０．４８ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 新規参入希望者の掘り起こしが進んでいない。

　

記入し、法人雇用や親元就

　

は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※１

　

参入目 ホ及び参入目 ホ

　　

罰

　

、

　　

≠

※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
府農業総合支援センター等の関係機関と連携を図り、新規参入希望者の掘り起こし
を行う。

活動実績 情報収集に努めたが、掘り起こしは進んでいない。

達成状況（②／①×１００）

達成状況（④／③×１００）

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 新規参入希望者の掘り起こしを行う必要がある。

活動に対する評価 効果的な方法を考える必要がある。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

現職及び課題

（平覆岬４月姿１
１聯＝覇齢 童 謡端麗麹園

る耕地面積と
法第３２条第１項第１号

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計におけ
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同
の遊休農地の合計面積を記入

※１ 管内の農地面積は、

　　　

＝

　　

３０

　　　

１

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２ 平成３０
②／①×１０虹望

　　

解消目標①１ー ．・腕
※１ 鰐肖目ｍは、
※２ 解消実績は、当

その他の活動

　

調査員数（夫数）

　　　　

ｗ円且－ “

　

，期

　　　　　

ー一 ＝田取りまと達三期

活
動
実
績

調査 ２２人 ７月 ～１１月

　　　

１

　　　　　

１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期

　

１１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　

１２月～６月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条

調査数：

　　　　

２０筆 調査数：

　　　　　

０筆 調査数：

　　　　　

０筆

調査面積：

　　　

２．５ｈａ 調査面積： 調査面積

その他の活動

３

　　

２の

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 台風等の影響により、目標達成はならなかった。

活動に対する評価 利用状況調査、利用意向調査を実施できた。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４

　

第１項又は

　

５

　　

１項の

　

疋

　

に

　

反して
転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績
， 実

　　

績①

　

１「 増減（ ①）

　

１

　

　　

　 　　 　
　
　

　　　

　　　

ｇ

　　　

Ｕ‐ムＵｕｄ

　

ＩＬ ÷ ÷
－

Ｕｕｑ」１
※

　

実鎧は、年虜米時点あ違反転用面積を記入

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画 京都府と連携を取りながら、早急に農地へ復元されるよう努める。また、農地パトロー
ルを実施して管内の状況を把握する。

活動実績 京都府と連携を取りながら、早急に農地へ復元されるよう努めた。また、農地パトロー
ルを実施し、管内の状況把握に努めた。

活動に対する評価
引き続き、京都府と連携を図って対策を講じるとともに、農地パトロールによる管内の
状況把握に努める。

に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　　

６件、うち許可

　　　

６件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
夫胸机況 認寿事施
是正措置 なし

総会等での審議
実施状況 農

地法の許可基準に基づく議案説明と、地元農業委員の現地確認報告のう
え、総会で審議している。

是正措置 なし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置 なし

審議結果等の公表
実施状況 議事録に審議内容を記載し、関係機関へ通知している。

是正措置 なし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から２ｏ日１１処理期間（平均）－

　　

２０日

是正措置 なし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

　

（１年間の処理件数： ４

　

件）

，

　

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

申請受付時に事務局による内容確認と、地元農業委員への聞き取りと現地確
認を実施

是正措置 なし

総会等での審議
実施状況 農地

法の許可基準に基づく議案説明と、地元農業委員の現地確認報告のう
え、総会で審議している。

是正措置 なし

審議結果等の公表
実施状況 謙亨；…：三，．コ喜色言責ｏＬ．関係機関へ通知している。

是正措置 なし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から４ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

４ｏ日

是正措置 なし



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
‘）いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

法人

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

２

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ２

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　

３件

　　　

１公表時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３０年１２月

情報の提供方法：ホームページ及び農業委員会報に掲載

是正措置 なし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　　　　　

Ｏっ′ル

　　

１取りまとめ時期
卿且ハリ，．－，… 甲口ー‐が ００ＩＴ

　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法：農地の権利移動・借賃等調査により、府・国へ情報提供を
行った。

是正措置 なし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２４８ｈａ

データ更新：随時行っている。

公表：全国農地ナビ及び市ホームページで公表

是正措置 なし

※その他の事務
上記□から班に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

（要望・意見〉

意見なし

〈対処内容）

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

〈要望・意見〉

意見なし

〈対処内容）

※

　

□～孤の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

穫麗
方
麗
公表してい

　　　　　

１

　

事務局に備え付けている

ＨＰに公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　　

０件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

　　

ＨＰに公表している‘′
－「一一一

　　

表
÷－一－－ー その他の方法で公表している



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名： 大山崎町農業委員会

農業委員会の状況（平成３０年４月１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　　

１７

　　　　

１４

　　　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３１

経 営 耕 地 面 積

　　　　　　　　

１０

　　　　　

５

　　　　　　

４

　　　　　

１

　　　　　

０

　　　　

１５

遊 休農 地 面 積

　　　　　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　

０

農 地 台 帳 面 積

　　　　　　　　

１５

　　　　

１４

　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　

２９

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　

Ｏ

基本構想水準到達者

　　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　　

Ｏ

　

　 　

　

　

　　　　　　　　

　

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

６６

自給的農家数

　　　　　　　　

４１

販売農家数

　　　　　　　　　

２５

　　

主業農家数

　　　　　　　　

３

　　

準主業農家数

　　　　　　

９

　　

副業的農家数

　　　　　　

１３

※

　

農林業センサスに基づいて記入

農業者数（人）
農業就業者数
女性
４０代以下

４０

女性 ２２

４０代以下 ４

３

　　

※ 農林業センサスに基づい
９

　　

て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月 １９日Ｉ

Ｅ踊騰。１
定数
，１
実数１地区電１農業委員

定数

中立委員
、ずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

，（半年４請高麗講義声高蓋勝。一
覧ギ％１

　　　　　　　　

農業従事者の減少・高齢化等による後継者の問題が課題となっている。

　　　　　　　　

や生産緑地となっている農地が多く、農地の集積は進んでいない。

※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記

　

した－い手

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ ０％

※１

　　

貝目票は、

　　

言

　

もｒ言戦Ｔィ …
※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入
※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
耕作されていない農地を所有している農家に対して聞き取りを行い、農業経営の規模
拡大を目指している農家へ貸借のマッチングを行う。

活動実績 貸し手が見つからなかったため、貸借のマッチングを行うことができなかった。

日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価

活動に対する評価 日頃から情報収集を行い、農家の意向を漏れなく把握できるようにする。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

０経営体 ０経営体 ０経営体

．′＋反対１′′】γ八日
ぐ罫”尋Ｌナザ磨きｒ

　　

▲ がｒ取４令し力農
嵐γず＊ が壕得し方農地面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題
本町の農地は大半が市街化区域にあるため、農業経営に適しておらず、現状では
新規参入者が見込めない。

　

記入し、法人雇用

　　

元

　

、 は

　　

い。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

　　　　　

０経営体

　　　　　　　　　　

０経営体

　　　　　　　　　　　　　

０％

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ％

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 なし

活動実績 なし

・目

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価

活動に対する評価



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

　　　　

、、

　

ぴ
、≧

課

　　　　

題
山中の街畑で再生が困難と見込まれる荒廃農地がある。高齢化に伴う担い手不足や
物理的な条件整備が著しく困難であること等により山中の農地の荒廃化が進んでい
る。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１５人１

　　　

７月 ～８月

　　　　

１

　　　　

９月～１０月

調査方法１地域ごとに区域を定めて調査する。

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１０月～１１月

その他の活動

　　

；台員数「キ費）

　　　　　

－－云－『ル；

　　　　　

，

　

ｒ甲的シ÷レサー・ー

活
動
実
績

調査 １５ ７月 ～１０月

　　　　　　　　　

７月 ～１０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条

調査数：

　　　　　　

０筆 調査数：

　　　　　　

０筆 調査数：

　　　　　　

０筆

調査面積：

　　　　　

ｏｈａ調査面積：

　　　　　

ｏｈａ 調査面積：

　　　　　

ｏｈａ

その他の活動

４

　

目標及び活動に対する評価

目標むこ対する評価 １

　　　　　　

‐

　　　　　　

１

１ 活 対

　

価 １

　

再
農

　

農

　　　　

断

　

行

　

活動こ対する言平価 岩室龍驚 躍進琴辱理非趣臨躍纏めぎ
を行うことができなかった。引き続き



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３０年４月現在）

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）

３１ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 なし

※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

ｏｈａ ｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
８月に農地パトロレルによる利用状況調査を実施する。
農業委員会だよりによる啓発を行う。
違反転用が発見された場合は所有者に対し是正の働きかけを行う。

活動実績
８月に農地パトロールによる利用状況調査を実施した。
１１月に農業委員会だよりによる啓発を行った。

活動に対する評価
現状が維持できているのは、農地パトロールをはじめとした日頃の農業委員の活動の
成果である。



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１ 農地法第３条に基づく許可事務

（１年間の処理件数：

　　　

１件、うち許可

　　　

１件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 複数の農業委員及び事務局職員による現地調査及び書類審査を実施している。

是正措置 なし

総会等での審議
実施状況 許可基準に基

づき、申請者・農地利用状況等について、総合的に判断し、審議
してし、る。

是正措置 なし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置 なし

審議結果等の公表
実施状況 議事録に審議内容を記載し、事務局窓口で縦覧している。

是正措置 なし

処理期間
実施状況 標準処理期間 １申請書受理から

　

２ｏ日１１ 処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置 なし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

是正措置

総会等での審議
実施状況

是正措置

審議結果等の公表
実施状況

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間 １申請書受動ら

　

一日１１処理期間（平均）１

　　

一日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

－ 法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

一 法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

－法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

－ 法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 －法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

一法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

－法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

－ 法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 －法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 －法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　

ｏ件

　

１公表日靴 岬，，月

情報の提供方法：農業委員会だよりにより情報提供

是正措置 なし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

ー－．‐ム

　

ー

　

一 ４件

　

１取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

１臼構 ．ルソ、刀・ム．…

　　

ノ忠□二言形び「農地の権利移動．借賃等調査」により
京都府経由で国へ情報提供。

是正措置 なし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２９ｈａ

データ更新：随時更新を行っている。

公表：全国農地ナビ及び町ホームページにて公表を実施している。

是正措置 なし

　　　　　

‐

※その他の事務
上記□から弧に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



Ｗ

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

要望・意見〉

特になし

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

要望・意見）

特になし

〈対処内容〉

※

　

□～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

『冨憂欝藁饗等

　

日 脚 ている そ
雷 電
で公表してい

　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　

窓口で縦覧している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　　

０件

提出先及び提出した

　

意見の概要

　

、

３

　

活動計画の点検・評価の公表

（、
ＨＰに公表している′）

　

その他の方法で公表している



向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名： 宇治市農業委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　　

畑
普通畑

　　　

樹園地

　　　

牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　　

２８２

　　　　　

９９

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

３８１

経営耕地面積

　　　　　　　

１２８

　　　　　

５９

　　　　　

２０

　　　　　

３９

　　　　　　　　　　

１８７

遊 休 農 地 面 積

　　　　　　　　　

０

　　　　

０．６

　　　　　

０．６

　　　　　

０

　　　　　　　　　　

０，６

農地台帳面積

　　　　　　　　

２８４

　　　　

１１３

　　　　　

６９

　　　　　

４４

　　　　　　

０

　　　　

３９７

状況調査により把握した第３２条第１項

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

３１９

自給的農家数

　　　　　　　

１５０

販売農家数

　　　　　　　　　

１６９

　　

主業農家数

　　　　　　　

４５

　　

準主業農家数

　　　　　　

４２

　　

副業的農家数

　　　　　　

８２

※

　

農林業センサスに基づいて記入

人）

　　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

２７６

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

４７

１２２

　　

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

５

６３ 認定新規就農者

　　　　　　　　　　

８

・い

　　

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

４

　　

集落営農経営

　　　

特定農業団体

　　　

　

　

　

　

　

　　

※農業委員会調べ

　　　

６３

に基づい

日

　　　

Ｈ

　　　　

年

　　　

月

　　　　

日

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

－，
－
定数
－
実数

ョ，

農協推薦１共済推薦－±地改雌
当，
議会推薦－ 計 －

Ａ Ｉ

　　

認定農業者

　　

女性

　　

４０代以下

日

　　

Ｒ

　　

２年

　　

７月

　

１ ９日

　　　　　　　

定数

　　　

実数

　　

地区数

最適化推進委員

はいずれも記載



亘

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年４月 現在）

　　　　　　　　　　

３９７ｈａ

　　　　　　　　　　

ｌｏ６ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

２６．７０％

　

現

　　

状

　

，

　

目

　

の 地面貝

　

，
これまでの

　

面

　

１

　　

集積率 １

　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

　

．
１

　　　

齢

　　　　　　　　　

減

　　

疋

　

１

　　

積 集

　　

課

　　　

題

　　　　

担い手の高齢化や後継者不足により、担い手の減少が農地の

　　　　　　　　　

利用集積・集約化を図る上で課題となっていきている。

※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

１１９ｈａ １１３ｈａ ２ｈａ ９５．００％

※１ 集積目標は、；′． ÷：：一 気 姦した

　

貝面

　

を。己入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
農業再生協議会の取組みに参画し、利用権設定の拡大に努める。
また、年間を通じて相談業務等において利用権設定の制度等を周知し、
広く制度の普及に努める。

活動実績 平素より農地バンク制度の普及促進を行うとともに、利用権の終期が近づ
くと案内文を送付し更新に努めている。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 新規設定が目標を下回ったので次年度に挽回するよう努める。

活動に対する評価 更新以外にも、新規設定も行なうことが必要。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

６経営体 ６経営体 ４経営体

　

２７Ｔ；；欝－中
”入者

　

が取得し浄書＝＊－－′

　

】），ば刑－リーゞ 入者

　

が；＝し力感１‐し’鯖

　　　　

り０‘Ｆ，日

　　

ーｙ

　

←”…

　

…入者

　　

｛ミ派．；三１

　

云ゲー．
Ｍ

１．４ｈａ １．ｌｈａ １．ｏｈａ

課

　　　　

題

　　　　　

』陣；黒ん農産物，－，－ ．

　

、

　

陀 ・コトの上昇！′よっ（沓峯二肖の魅力か源な れて
おり、新規就農が困難な状況にある。この為、新規就業者等への支援・育成を
図り、牛彦件の高い営農体系の確寸が必要である。

※１

　

規劣入

　

、 は、活

　

言 画に記

　

しこ

　　

３

　

の

　　

の

　

１

　　　

、′っ

　

こま

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

達成状況（②／①×１００）

達成状況（④／③×１００）

※２

　　

入

　

、 は、１

　

日に

　

ここ

※３

　

参入実績面積は、上記で記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 年間を通じて市農政担当部局や関係機関・団体等の連携強化に努め、
農地中間管理機構の活用を図ることで、新規参入者の確保を目指す。

活動実績 年間を通じて市農政担当部局や関係機関・団体等の連携強化に努め、
農地中間管理機構の活用を図ることで、新規参入者の確保を目指した。

日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 経営体、面積とも参入目標を下回った。

活動に対する評価 市農政担当部局との連携に努めた。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

課

　　　　

題 一旦は適正に管理されたとしても、担い手不足等により再び遊休農地となってしまう傾向にある。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平

　

３０年

　

の目標及び

　

現

　　

解消目標①

　　　　　　

解消実績②

　　　　　　

達成状況（②／①×１００）

０．ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．５ｈａ

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

農地の利用意向
調査

　　　　　　　

６７人

　　　　

４月～１２月

　　　　　　　　　

５月～３月

　

本ｔ社１農業委員

　

農地利用最適化推進会員、及び農木女員云デ務局職員に

　

る」
Ｒ

　

旦″価１用伏況周杏調査方法

　

用、 況調査。

調査実施時期：１１月～１月

その他の活動 農業委員による日常的な農地パトロールを行う。

活
動
実
績

調査 ７１人 ４月～１２月

　　　　　　　　　　

５月 ～３月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １２月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１２月～３月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条

調査数：

　　　　　

２筆 調査数：

　　　　　　

０筆 調査数す

　　　　　　

０筆

調査面積：

　　　

０．２ｈａ 調査面積：

　　　　　

ｏｈａ 調査面積：

　　　　　

ｏｈａ

その他の活動 農業委員による日常的な農地パトロールを行った。

４

　

目標及び活動に対する評価

日標に対する評価 令和５年４月までに遊休農地を解消するという指針の目標に近づいた。

活動に対する評価 指導により遊休農地の増加を防ぐことができたが、解消に向けて一層の取り組みが必要。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３９７ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．ｌｈａ

．
（平薯在）一
喜驚喜麹 おか

蔓議題三
。
１

　　　　　　　　　　

違反転用行為者（所有者以外）への是正指導が困難な状況となっている。

　　　　　　　　　　

また、農地パトロール等による違反転用案件の早期発見と京都府等関係機関との連携に

　　　　　　　　　　

よる是正指導の実施が必要である。

※

　

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

－

　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　

公

　　　　　　

…

２

　

平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

０．ｌｈａ ｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画 利用状況調査、耕作放棄地全体調査及び農業委員による日常的な
農地パトロールを行うとともに、違反転用案件の甲期＊－日ふ見：：ふ誉に努める。

活動実績 利用状況調査、耕作放棄地全体調査及び農業委員による日常的な
農地パトロールを行うとともに、違反転用案件の早期発見と是正指導に努めた。

活動に対する評価 引き続き違反転用の早期発見が可能な体制にしておくことが必要。

詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

２０件、うち許可

　　

２０件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員及び事務局による現地調査と申請書、添付書類その他参考資料による書類審査

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 現地調査委員による現地調査報告の後、審査基準に基づく審議

是正措置 特になし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

２０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録の公表

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

郷１１処理期間（平均）１

　　

２ｏ日

是正措置 特になし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　

１件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員及び事務局による現地調査と申請書、添付書類その他参考資料による書類審査

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 許可基準を踏まえ、事業内容、立地状況等を総合的に判断

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 議事録の公表

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

８ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

３７日

是正措置 特になし



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

３

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０

　

法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ３

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　

縦牛

　

１公表
時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年

　

３月

情報の提供方法：「農地の権利移動・借賃等調査」等により京都府農業会議、府
及び国へ情報提供を行った。

是正措置 特になし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
胴且～ ＊．」移動等件数

　　

叫牛 １取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年

　

３月

情報の提供方法：「農地の権利移動・借賃等調査」等により京都府農業会議、府
及び国べ情報提供を行った。

是正措置 特になし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３９７ｈａ

データ更新：随時更新

公表：ＨＰに公表している

是正措置 特になし

※その他の事務
上記口からＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

く要望・意見〉

意見なし

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

（要望・意見〉

意見なし

〈対処内容〉

※

　

□～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

ＨＰに公表している．

　

表

　　

１

　

その他の方法で公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　　

１件

提出先及び提出した

　

意見の概要

　

市長宛て

　

より多く小規模な農地も生産緑地として残していけるように、積極的な生産緑地地区の追加
指定と、下限面積を３００話とする条例の制定を要望した。

３

　

活動計画の点検・評価の公表

ー

　　

表

　　

１

　

その他の方法で公表しているＨＰに公表している



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会名： 城陽市農業委員会

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農業の概要

田 畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地

　　

牧草畑
計

普通畑 樹園地 牧草畑

耕地面積 ２７２ １４１ １４１ ４１３

経営耕地面積 ２７２ １４１ １４１ ４１３

遊休農地面積 ２．４ ０・Ｉ ０・Ｉ ２．５

農地台帳面積 ３０６ ２１４ ２１４ ５２０

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　　　

、′（戸）

　　　　　　　　

農業者数（人）

　　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

　　　　　　

農業者数（人）

　　　　　　　

者数

　　

ｌ

　

　　　　　　　

　

　　　

　　

　
‐莱脇采有数１

　　

４００

　　

１

　

１女件： １

　　

２０８

　

－ハ
．．

　　

・

　　

－－▼

Ｉ

　

４０代以下

※ 農林業センサスに基づい

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

３８

基本構想水準到達者

　　　　

０
認定新規就農者

　　　　　　

Ｏ

農業参入法人

　　　　　　　　

７

集落営農経営

　　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　　　

温

　

、

　　　　　　　　

０

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

５６８

自給的農家数

　　　　　　　

２７８

販売農家数

　　　　　　　　

２９０

　　

主業農 家数

　　　　　　　

５７

　　

準主業農家数

　　　　　

６０

　　

副業的農家数

　　　　　

１７３

※

　

農林業センサスに基づいて記入

４０・以下

　　　　　　　　　　

認

※

　

農林業センサスに基づい

　　

農業参入法人
て記入。 集落営農経営

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

Ｈ壬期満了年月日

　

Ｈ ２ ９年

　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８月

　　　

７日

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

ー 騨
１
定数
－
実数

ョ，

農協推薦１共済推薦－土地改良 き 『 計
１△
１

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年

　

８月

　

７日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ６ ６ ４

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　

１４

　　　

１４

　　

認 定農業者

　　　　　　　　　　　

５

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　

－

　　　　　

０

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　　　

Ｏ

　　

４０代以下

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切り替わった場合はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　

現

　　　　

状

　　　　　　

目

　

の

　　

面 貝 これまでの

　　

面

　　　　　　　　　

貝

　

（平成３０年３月現在）

　　　　　　　　　　

５２０ｈａ

　　　　　　　　　　

３０ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

６％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．口

　　　　　　

」

　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

用

　　　

１、

　　　　　　　　　

の確保・有効利用を図る上での課題となっている。

　　

課

　　　　

題

　　　

市街化近隣地域は零細農家が多いため、担い手が耕作する農地が分散し、作業効率が低下

　　　　　　　　　

しており、早急に対策を講じて利用集積を図る必要がある。また、土地価格が高いことから、所

　　　　　　　　　

有者の資産価値的な要素もあり、１日来の小作権の考え方が強く貸借についても難しい点もあ

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

３５ｈａ ３０ｈａ ２ｈａ ８６％

※１ 集積目標は、伯

　　

」凹ｒ」。一戦した集積面積を記入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

　　　　　　　　　

平成３０年度調査の耕作放棄地に対しての意向調査結果に基づき斡旋。

　　　　　　　　　

年間を通じ円滑な権利移動ができるよう、広報誌やリーフレット等を活用し、農業経営基盤強化

　　

活動計画

　　　

促進法による利用権設定の制度等の周知を実施し、農地の利用集積に向けた掘り起こし活動

　　　　　　　　　

（地区担当農業委員による高齢農家及び兼業農家等に対し意向聞き取りをし農地の面積等を

　　　　　　　　　

把握）。

　　

活動実績

　　　

農業委員が地域の高齢農業者等に対して普及活動をした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　

　

　　

　

　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目
標の設定は特に問題ないが、実施に当たって担い手に集積するよう考慮すると伴
に土地所有者に対し今まで以上の制度の理解不足を補う必要がある。

活動に対する評価
高齢者等に対して、旧来からの小作契約の考え方を払拭する取り組みが必要と思わ
れる。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

０経営体 ２経営体 ０経営体

３０年反対－視参入者 ，ゞ…！
□参入者

得し力豊掬面積
〔什計｛ｒ視，入者ｒＣ

　

・ヱ礼‐
；取得した農削面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題
農家の高齢化や後継者不足により地域の農業を担う者が減少しており、地区の状況
に合わせた担い手の育成・確保を図っていく必要がある。

　

記入し、法人雇用や親元就

　

はａままい。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

参入実績②

　　　　

…

　

達成状況（②／①×１００）

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

※２

　

参入実績は、１

　

間に

　

たに勿入しこ 拷入

　　　

記
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 今後担い手育成総合支援協議会と連携し制度等周知を図る必要がある。

活動に対する評価 認定農業者等のメリットなど具体的な情報提供が必要である。



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

１ 現状及び課題

　

（平成３１年４月現在）

　　　　　　　　　

５２０ｈａ

　　　　　　　　　　

２．ｌｈａ，馨墓嘉島麓議題霊廟≧素議題詩

　　　　　　　　　

作放棄地に対して、所有者に意向調査を行い耕作者の、

　

等に努める。また、再

　　　　　　　　

ついての費用対効果についての問題点もある。
※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号
の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

－ 題目欄司 書誉実績② １
達成状況（②／①ｘｌｏｏ） １

　　　　　　

２．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

４ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１６０％

※１

　

消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法

・耕作放棄地発生防止に向けた取組
８月

　

広報活動

　

、８～９月

　

農地パトロール
・耕作放棄地解消に向けた取組

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１１月～１２月

その他の活動 通年 農地所有者に対する指導

活
動
実
績

調査 ３１人 ８月 ～９月

　　　　　　　　　

９月～１０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月～１２月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１月～２月

調査数：

　　　　

３３筆 調査数：

　　　　

０筆 調査数：

　　　　

０筆

調査面積：

　　　

２．ｌｈａ 調査面積：

　　　

ｏｈａ 調査面積：

　　　

ｏｈａ

その他の活動
市街化を含み市内全域に対して耕作放棄地一覧表を作成し今後の対応を検討し
た。

４

　

目標及び活動に対する評価

　

目標－こ対する評価 耀員数事対
地
策
も
の
ぁ
重
る灘妄巽有
確憂愁義苔鱗雲き

あ
る

　

活 動こ対する評価

　

豊美委員で班体制を作り現地を調査したことから・

目標に対する評価１耀鍬澱薄謝繋鰯義馨覇灘母苓蹴蹴園轡きれが・１

　

活動に対する評価 墨養鶏 堵藍 躍隻『現地を調
査したことから、委員個々 が地域の実態を再確認し統一した



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３０年４月現在）

管内の農地面積（Ａ）

課

　　　　

題

内の農地面積（Ａ）

、よう市街化二二三甫／二も重点

※

　

違反転用面積は、Ｊ凸ニデニ園に山参した管内で農地法

　

４

　　

１項又は

　

５

　　

１ の

　　　

に

　

反して

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成２９年度実績

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画 各地域ごとの委員が機会あるごとに巡回する。

活動実績 委員が農作業従事のときに担当地域を注視している。

活動に対する評価 違反転用がなく一定の成果を上げたと言える。

に記入



孤

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

１８件、うち許可

　　

１８件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 地区担当委員と必要案件ごとに現地調査等を行い審議をしている。
是正措置 必要なし。

総会等での審議
実施状況 農地法各条項、受付番

号ごとに事務局 し，
．
コ冶説明等提案し審議を行なってい

る。

是正措置 必要なし。

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置 必要なし。

審議結果等の公表
実施状況 議事録により公表

是正措置 必要なし。

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２８日１１処理期間（平均）１

　　

２８日

是正措置 必要なし。

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　

４３件）

点検項目 具体的な内容

事実関係、の確認
実施状況 舛‐

　

魯委員会も設置ｉ 畝・‘．ｒ↑ごとに現地調査を行い現地調査委員会で審
議をしている。

是正措置 必要なし。

総会等での審議
実施状況 農地法

各条項、受付番号ごとに事務局から内容説明等提案し審議を行なってい
る。

是正措置 必要なし。

審議結果等の公表
実施状況 議事録により公表

是正措置 必要なし。

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

４ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

４ｏ日

是正措置 必要なし。

３

　

農地所有適格法人からの報告への対応



点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
‘）し、て

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１ 法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　

１ 法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 １ 法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあス」ぽ．
曲十；員会

が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数
０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　　　

９７件
公表時期

　　

平成３０年１２月

情報の提供方法：農業委員会だより

是正措置 必要なし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　　

１５０件
取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年

　

２月

情報の提供方法：農水省調査による

是正措置 必要なし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５２０ｈａ

データ更新：随時

公表：農地ナビ

是正措置 必要なし

※その他の事務
上記ロからＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

要望・意見〉

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務

要望・意見）

〈対処内容〉

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

（′日白戸だ公表してし竺必

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善につい

意見の提出件数

提出先及び提出した

　

意見の概要

城陽市長宛
１．災害復旧支援

　

２．農業振興支援

　

３，担い手の確保・育成 ４，基盤整備支援
５，市街地周辺農地の保全

１件

その他の方法で公表している

ての意見の提出

３

　

活動計画の点検・評価の公表

Ｑ賃
－－←

　　

－、
′
、る

　　

その他の方法で公表している

　

Ｐに公表してい



平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委員 会名：久御山町農業委員会

農業委員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　　

３９５

　　　　

８７

　

－

　　　　

－

　　　　

－ ４８２

経営耕地面積

　　　　　　　

３０７

　　　　

７１

　　　　　

６８

　　　　　

３

　　　　　

０ ３７８

遊休農地面積

　　　　　　　

１．５９

　　　

０．６６

　

－ －

　　　　

－

　　　　　　　　

２．２５

農地台帳面積

　　　　　　　

４５４

　　　

１２１ 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５７５

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

麗－－
農業
叢書当

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

８９

基本構想水準到達者

　　　　　

１

認定新規就農者

　　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　

１６

集落営農経営

　　　　　　　

１

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　　

　

　　

　

　

　

　　　　　　　　

　

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

４７５

自給的農家数

　　　　　　　

１５２

販売農 家数

　　　　　　　　　

３２３

　　

主業農家数

　　　　　　

１０７

　　

準主業農家数

　　　　　　

６９

　　

副業的農家数

　　　　　

１４７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－Ｒ

　　

２ 年

　　

７月 １９

　

日

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ６ ６ ３

農業委

中立委員
、ずれも記載



Ｄ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年３月現在）

　　　　　　　　　　

４８４ｈａ

　　　　　　　　　

１４４．ｏｈａ

　　　　　　　　　　

２９，７５％

，騨』細麗霊陽三豊麗警憲喜義，
１

　　　　　　　　

標を１７６ｈａと定めているが、目標達成は厳しい状況にある。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条
・ＲＩ

　

目

　　

口）

　　　　　　　

、

　　　

一

　　　　

一

　　　　

こ

　　　　　　　　

、

　　　　

ｌ

　　　　　

ｉｉ

　

」

※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

１５０．ｈａ １４９．３ｈａ ５．３ｈａ ９９．５％

※１ 集積目標は、活デデニ園にｉ〕致した集

　

面

　

を記入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が目作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
・規模拡大を志向する認定農業者等に対し、制度等の情報提供を行う。
・農地移動適正化あっせん事業等により、担い手への農地の利用集積を図る。
・ヤミノ」・作の掘り起こしを行い、解消していく。

活動実績

・町広報「広報くみやま」において、利用
・二：ノヒ制度等の周知記事を掲載した。

・利用意向調査等により把握した貸付を希望する遊休農地や、地主から申出のあっ
た売渡や貸付を希望する農地について、利用権設定や農地売買支援事業により担
い手への集積を行った。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標には及ばないものの、おおむね達成することができた。

活動に対する評価 お
おむね計画どおり活動できた。ただし、目標に若干及ばなかったことから、貸付希
望農地等の掘り起こしをさらに強化する必要がある。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

３経営体 １経営体 ４経営体

千戊新規参入者 ｒ……視，入者
－星Ｌわ，鹸瞳日ｇ‐搾 ；琢‘号１メゲ塵．－

　　

－二

０．４０ｈａ ０．０２ｈ‐ａ ０．４７ｈａ

課

　　　　

題
農地の確保、農作業用機械の導入費用、出荷先の確保、農業経営の先行きへの
不安等から新規参入者の確保は困難である。

※１ 新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

参入目標① 参入実績② 達成状況（②／①×１００）

－

　

経営体 ０経営体 －

　　　　

％

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

－

　

ｈａ ０．ｏｏｈａ －

　　　　

％

※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地回恨ｖノｒ合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 既存経営体の規模拡大意向を踏まえ、新規の目標設定は行わない。

活動実績 特になし。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標設定を行っていないため、評価は行わない。

活動に対する評価 活動していないため、評価は行わない。



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号
の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） １

　　　　　　　

１．７２ｈａ

　　　　　　　　　　　　

‐０．５３ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐３１％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

　

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法１濠週墨凝篭鷲慧擬嫌鱒蔽鱈善稲聾糟し・その
農地の利用意向
調査 調査実施時期：１１月

その他の活動 利用意向調査を実施する前に、文書指導を行う。

活
動
実
績

調査 ２０人 ７月 ～８月

　　　　

１

　　　　

８月～１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １２月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１２月～１月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条

調査数：

　　　　　

３６筆 調査数：

　　　　　

０筆 調査数：

　　　　　

０筆

調査面積：

　　

２．２５ｈ 調査面積：

　　　　

ｏｈ 調査面積：

　　　　

ｏｈ

その他の活動 利用意向調査を実施する前に、２回の文書指導を行った。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
解消した遊休農地より新規発生した遊休農地の方が多かったため、全体として遊休
農地が増加することとなった。

活動に対する評価
おおむね計画どおり，Ｈ別〔 た。ただし、昨年度と比べて遊休農地が増加しているこ
とから、継続的な指導の実施や新たな遊休農地に対する早期発見・早期指導の取組
の強化が必要である。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３０年３月現在）

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）

４８４ ０．１６

課

　　　　

題
・早期発見、早期解決の流れの構築
・近年指導が実施できていない案件に対する指導の再開

※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

０．１６ｈａ ０．ｏｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

　　　　　　　　

・継続案件については、粘り強く指導をしていく。

　　

活動計画

　　　

・早期発見・早期解決の流れを府・府農業会議等と調整し構築する。

　　　　　　　　

・近年指導が実施できていない案件に対する指導を再開する。

　　　　　　　　

・近年指導が未実施であった案件に対し指導再開（１件３０６ボ、５月、７月、２月指導）

　　

活動実績

　　　

・その他継続案件に対する指導の実施（１件３４０計、８月、２月指導）

　　　　　　　　

・「市田西観世地区に係る違反転用事案報告」に関する協議等の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　

、

　　

・、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

や

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、′≧

　　　　　　　　

γ」し

　　　　　　

、



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

（１年間の処理件数：

　　

２８件、うち許可

　　

２８件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 毎月２５日

に現地調査を実施し確認（会長又は職務代理者いずれか１名、農業
委員・推進委員５名、事務局２名で行っている）

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 現地調

査に出席した農業委員よる現地状況の報告後、農地法第３条第２項の
すべての要件を審査し許可の判断を行っている

是正措置 特になし

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 ホームページ・事務局において議事録を公開（縦覧）している

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２８日１１処理期間（平均）ー

　　

２８日

是正措置 特になし

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

　

（１年間の処理件数：

　　　

７件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

毎月２５日に現地調査を実施し確認（会長又は職務代理者いずれか１名、農業
委員・推進委員５名、事務局２名、都市整備課１名で行っている）

是正措置 特になし

総会等での審議
実施状況 現

地調査に出席した農業委員よる現地状況の報告後、農地法第４条第６項又
は第５条第２項のすべての要件を審査し許可相当の判断を行う

是正措置 特になし

審議結果等の公表
実施状況 ホームページ・事務局において議事録を公開（縦覧）している

是正措置 特になし

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請 額 理から 岬１１処理期間（平均）１

　　

２，日

是正措置 特になし



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

日ｒ」叫”

　

”，ｆ．血二社人数

　　　　　　　　　　　　　　　　

１４法人

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

１４法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 １４法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員
会が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人
数

０法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　

９２件

　

公表時
挙
期
成３，年２月

情報の提供方法：ホームページ、農業委員会だより

是正措置 特になし

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　　　　　　　　

２６２件
取りまとめ時期

　　

平成３１年３月

情報の提供方法：京都府経由で国へ報告

是正措置 特になし

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５７５ｈａ

データ更新：随時

公表：全国農地ナビによる公表、ホームページ、窓口での閲覧

是正措置 特になし

※その他の事務
上記口から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

〈要望・意見〉

　

特になし

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

（要望・意見〉

　

特になし

〈対処内容〉

※

　

亘～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

　

１

　

総会等の議事録の公表

ＨＰに公表している－
「

　

表

　　

１

　

その他の方法で公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　　

０件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

ＨＰに公表している．
「 ÷
表

　　

１

　

その他の方法で公表している



成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ：

　　　

八幡市

の状況（平成３１年３月３１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　　

３７６

　　　　

９８

　　　　　

９８

　　　　　

０

　　　　　

０ ４７４

経営耕地面積

　　　　　　　

２５７

　　　　

７７

　　　　　

５４

　　　　　

２３

　　　　　

０ ３３４

遊休農地面積

　　　　　　　　

２，６

　　　　

０．６

　　　　　

０，６

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　

３，２

農地台帳面積

　　　　　　　

５２７

　　　　

２０１

　　　　

２０１

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　

７２８

計における耕地面積を記入
に基づいて記入
１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　

農業者数（人）

　　　　　　　

者数

　　

ｌ

　

　　　　　　

　

　

　　

　　　

　　

　
Ｒ末刷未有数ｌ

　　

ｏｏｂ

　　

１

　

１女件 １

　　

２５２
１ハー

　　　

１

　　

ーー”

　

　

４０代以下

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

４９５

自給的農家数

　　　　　　　

１８４

販売農家数

　　　　　　　　　

３１１

　　

主業農家数

　　　　　　　

８０

　　

準主業農家数

　　　　　　

７５

　　

副業的農家数

　　　　　

１５６

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　　　　

経営数（経営）

認 定農業者

　　　　　　　　　

７３

基本構想水準到達者

　　　　　

１２

認定新規就農者

　　　　　　　

０

農業参入法人

　　　　　　　　

０

集落営農経営

　　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　　

Ｏ

　　

呂

　　

担

　

、

　　　　　　　　

Ｏ

※農業委員会調べ
の現在の体制

く農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日ｌ

選挙委員 選任委員
合計

定数 実数 農協推薦 共済推薦 土地改良推薦 議会推薦 計
農業委員数

　

認定農業者

　

女性

　

４０代以下

認定農業者
女性
４０代以下

く農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年

　

７月 １９回

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ８ ８ ３

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１４

　　　

１３

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　　

９

　　

認、定農業者に準ずる者

　　

女性

　　　　　　　　　

－ ２

　　

４０代以下

　　　　　　　　　　　　　

２

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切り替わった場合はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　

４８３ｈａ

　　　　　　　　　

ｌ１８．８ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

２４．６％

　

姐

　　　

仙

　　　　　

目

　

の Ｒ地面

　　　　　

これまでの

　　

面 貝

　

１

　　　　

集槙率

　　　　

１
呪

　　　

斌

　

「 １

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　

　　

　

　　

　

　　 　 　

　　

課

　　　

題

　　

高齢化等による農業従事者の減少のため担い手農家に農地の集積が課題

　　　　

Ｉ

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

・ＲＩ

　

目

　　

の Ｒ

　　　　　

、 言

　

凹 こ言

※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

１３０．８ｈａ １２１．２ｈａ ３．８ｈａ ９２．７％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入
※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

八幡市においては、現在のところ利用権設定での農地集積が多く、農地中間管理… －ｉｒｒァ、ル：二六，…，ｉ，Ｊない状況である。
規模拡大農家に農地が集積できるよう推進するとともに、利用権設定の周知を行
い、新たな貸し手の掘り起こしに努める。

活動実績
農業委員や農業委員会事務局が農地所有者に対し利用権設定の内容を説明するこ
とで、スムレズな貸借を進めることができた。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
農業委員及び農地利用最適化推進委員の利用集積活動等により新規集積面積とし
ては目標を達成することができた。

活動に対する評価
農業委員及び農地利用最適化推進委員による継続的な農地利用集積・集約、利用
権設定の周知等により利用集積が進んだ。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

１経営体 ０経営体 ０経営体

２７年ゑ咲形ー視参入者
ラ；取得し力塵鮒，面積

の平板ぉ－規参入者
が取得し力農ｒ・ｒ；

２９年皮新規参入者
が師但し云農．・しＴｆ＊

０．３ｈａ ｏｈ‐ａ ｏｈａ

課

　　　　

題
農地の貸し手が現れると借り手がすぐに見つかる現状であり、新規に農業経営を営
もうとする者にとっては、農地を確保することが非常に困難な状況にある。

　

記入し、

　

人

　　　　　

元

　

灰； 己

　

まい。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

参入目標① 参入実績② 達成状況（②／①×１００）

１経営体 ０経営体 ０％

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

０．５ｈａ ｏｈａ ０％

※２

　

参入実績は、１年間に

　

たに“入した

　　

珍入

　　　

記
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
相談等がある場合、今までの農業経験や現在の状況等のヒアリングを行い、研修
先や新規就農方法等のアドバイスを行う。

活動実績

　

、

　　　　

ゲ

　　

γ

　　

口

　　　

こ

　

ロ

　　　

ｐ

　

‘－

　　

ゲ

　　　

）

　

艶

　

、

　

｝つ

　　　　　　

こ三日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 新規就農の相談はあるが、新規参入までは至っていない。

活動に対する評価
京都府、ＪＡ、共済、農業振興課等との連携により、新規就農に対しての活動を促進し
なければならない。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

現

　　　

状
（平成３０年４月現在） ４８３ｈａ ３．７ｈａ ０・７７％

課

　　　　

題
利用伏流；
する。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号
の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） ｌ

　　　　　　　　

ｏ．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌｏｏ％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

農地の利用意向 調査実施時期：１１月調査

その也の活動

　　

文

　

による

　

、 が原則であるが、状況

　

を

　

み必要なときは 及び

　

地利用最、 化

文書による指導に合わせて必要に応じ、電話指導や農業委員及び農地利用最適化
推進委員と事務局が一緒に訪問指導を行った。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 平成２９年度に遊休農地だった農地が指導等により、解消された。

活動に対する評価 農
業委員
きた。

活
動
実
績



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

　

現

　　　

状

　　　　　

管内の農地面積（Ａ）

　　

ｇ１

　　　　

違反転用面積（Ｂ）

　

Ｍ
（平成３０年４月現在）

　　　　　　　　　　　　　　

４８３ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

課

　　　

題

　

‐農地以外の用途に転用する場合、農地法の許可等が必要であることを広く周知する。

※

　

轡

　

の農地面

　

は、活

　

言 画に記載しこ

　　

及び

　

・

　　　

Ｌ言 に

　

升

　　　　

鞭

　

記
※

　

違

　

転用面

　

は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
ている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ－①）

ｏｈａ ｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
随時、違反転用の情報が寄せられれば、農業委員と現地確認のうえ、必要に応じて
指導するとともに、違反転用が行われないよう日頃から監視等を行う。

活動実績 農業委員及び農地利用最適化推進委員が日頃から巡回を行っており、違反転用が
起こる前に必要な指導を行っている。

活動に対する評価 活動計画どおりの活動を実施できていたので、今後とも同じように活動を行う。

に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

２２件、うち許可

　　

２２件及び不許可

　　　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 農業委員及

び農地利用最適化推進委員による調査確認及び添付書類、その
他参考資料による書類調査

是正措置

総会等での審議
実施状況

　　　

、唆す÷た審議

是正措置

　

コ

　　

ヘ 詠△

　

での

　

摘や許可条件等を説

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総
明した件数

２２件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録にて公表

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２３日１１処理期間（平均）１

　　

２３日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　

９件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

． ・

　

形「ｒ高 額 その他農業委員及び農地利用最適化推進委員に上ブ帽

　

，【
参考資料Ｌｒ上る白…－且

是正措置

総会等での審議
実施状況 許可基準を踏まえ、事業内容、立地状況等を総合的に判断

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録にて公表

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　

２５日１１処理期間（平均）１

　　

２５日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

４

　

法人

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

４

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

－

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

－

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

－ 法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ４

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

－

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

－

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

－ 法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 －

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 －

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

－

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　

件 公表時瑠成

　

年

　

月

情報の提供方法：

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　　　　　　　　

２２０件
取りまとめ時期

　　

平成３１年３月

情報の提供方法：農地の権利移動・借賃等調査により府・国へ情報提供を行っ
た。

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積
７３２ｈａ

データ更新：住基・課税デ」タ照合による更新（年１回）

公表；インターネット及び窓口

是正措置

※その他の事務
上記口から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

　　　　　　　　　　　　　

（要望・意見〉

　　　　　　　　　　　　　　

・相続等により取得した農地を耕作してくれる農家を探して欲しい。

　　　　　　　　　　　　　　

・規模拡大をしたいので、農地の売買、貸借等の仲介をして欲しい。

農地利用最適化等に関する事務 〈対処内容〉

　　　　　　　　　　　　　　

・相談が寄せられた場合、各地域の農業委員及び農地利用最適化推進委員と

　　　　　　　　　　　　　　

連携して担い手農家等に斡旋を行っている。

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

く安坐・意見〉

〈対処内容〉

※

　

１１～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

‘′
′－－‐‐ 表

ー
ョｐ

　　

その他の方法で公表している

　

ＨＰに公表してい

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　

０

　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

（－．
－－－÷

　

表
÷－－仁一〉

　

その他の方法で公表している

　　

ＨＰに公表している



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名 ：

　　　

京田辺市

１

　

農業委員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

単 位：ｈａ

　　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園 地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　　

６７０

　　　　

１０６

　　　　

１０６

　　　　　

０

　　　　　

０ ７７６

経営耕地面積

　　　　　　　

４２２

　　　　

７３

　　　　　

５４

　　　　

１９

　　　　　

０ ４９５

遊休農地面積

　　　　　　　　

７．５

　　　　

２．５

　　　　　

５．９

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　

１０

農地台帳面積

　　　　　　　

７５８

　　　　

２８２

　　　　

２８２

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　

１，０４０

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

９１９ 農業就業者数

　　　　

２，１０９

一）

　　　　　　　　

１農業者数（人）１′

　

，

　　　

紅禦げ１
矩“｝押一一′１

　　　　　　　

台 数Ｍ１

　　　　　　　

１

　　　

［女件

　　　　

１

　　　

１．０５８

【

　　

に三一ー Ｔ

　

Ｉ

　　　　

－′三三
　

　

　

　

　　　　　　　

　　　　　　

　　　

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

９１９

自給的農家数

　　　　　　　

３６２

販売農家数

　　　　　　　　

５５７

　　

主業農家数

　　　　　　　

７１

　　

準主業農家数

　　　　　

１０１

　　

副業的農家数

　　　　　

３８５

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

３７

基本構想水準到達者
認定新規就農者

　　　　　　　　　　

５

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

４

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

６

　

特定農業団体

　　　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　

　

※農業委員会調べ

７１

　

※

　

農林業センサスに基づい

　　

農業参入法人

１０１

　

て記入。 集落営農経営
３８５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会

　　　　　

！修習馨了年ｇ１１：→｛－－→疑：も罷…
： ±副

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

　　 　　　　　　
　　　
　　

　　

認定農業者

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

新制度に基づく農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｈ

　

３

　

２ 年

　　

７月 １

　

９

　

日

－－ 騰 ． Ｅ
定数
，，１
実数
，，１
地区数計農業委員

定数 実数
農業委員数

　

認定農業者

　　

認定農業者に準ずる者

　

女性

　

４０代以下

　　

中立委員

１４ １４

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 ２

女性 ２

４０代以下 Ｉ

中立委員
こ

　　

し

Ｉ

＊

　　

の

　

１

　

記

　　

ることとし

　

年度途中で切り替わった場合はいずれも記載



ｎ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３０年３月現在）

　　　　　　　　　

７８８ｈａ

　　　　　　　　

８２．６ｈａ

　　　　　　　　　　　　

ｌｏ．５％

　　

鵜

　　　

Ｗ

　　　　　

目

　

の

　

曇 面積

　　　　

これまでの

　

貝面

　　

１

　　　　

集積率

　　　　

１

　

塊

　　　

軌

　　

ー １

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　

Ｉ

　　

課

　　　

題

　　

農業従事者の減少、高齢化等により担い手の確保が課題

　　　　

１

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条でこれまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（
定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

９１．４ｈａ ８６．８ｈａ ７．６ｈａ ９５．０％

※１ 集積目標は、活動計画に記

　

した

　　

面

　

を記入
※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
１．農業委員会の両委員の利用調整による担い手等への斡旋
２．市単独の農地バンク制度の活用による斡旋
３．年３回（７月、１１月、３月）発行の農委だよりで制度等周知

活動実績
１．農業委員会の両委員の利用調整による担い手等への斡旋を行った（通年）
２．市単独の農地バンク制度の活用による斡旋を行った（通年）
３．年３回（７月１５日、１１月１５日、３月１５日）発行の農委だよりで制度等周知を行った

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 農業委員会の両委員の熱心な利用調整により、目標数値を概ね達成できた

活動に対する評価
農業委員会の両委員によヱ：．二．的な利用調整、利用権制度の周知、新制度の活用に
より利用集積が進んだ



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

▽粛リ７年鑑－，；ｕ参入召努

　　　

…

　

－

　

，． ：；‘′へ有数
…；ｒ

　

′Ｍー．－・Ａ札ＩＴ〕″入ノ、．ロｒゑ久

４

　

経営体 ０

　

経営体 ０

　

経営体

平成２７行

　

平成っＰ年！せ刷．１参入者

　

が取得した農地面積

　

Ｔ′’′

　

，′二対－携－参入者

　

が取得した農地面積

１．３

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ ｏ

　

ｈａ

課

　　　　

題
都市近郊であるため地権者の土地の権利意識が高いため、新規参入希望者への土
地の利用集積が進まない

　

記入し、法人雇用や親元就

　

は己ままい。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

参入目標① 参入実績② 達成状況（②／①×１００）

２

　

経営体 ０

　

経営体 ０％

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

０．６ｈａ ｏｈａ ０％

※２

　

参入実績は、１年間に

　

たに
※３

　

参入実績面積は、上記で記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画
京都府、京都府農業会議、ＪＡ、市農政担当部局と連携を行い、新規参入者の促進を
図る

活動実績
京都府、ＪＡ、共済、市農政担当部局と月１回開催する技術者協議会で情報の共有と
連携を図った

日

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
新規参入希望者からの相談は受けたものの参入に繋がらず、目標を達成することがで
きなかった

活動に対する評価
月１回開催する技術者協議会で京都府、ＪＡ、共済、市農政担当部局と情報の共有と
連携を図ることにより、新規参入への意識の共有はできた



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

官署盟零）１－鍔薯警馨一義聾欝 搬（Ｂ／ＡＸ罰
※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計に
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した
の遊休農地の合計面積を記入

同法第３２条第１項第１号

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） １

　　　　　

２．２ｈａ

　　　　　　　　　　　

７．９ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

３５９．１％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法

１．地域の委員による日常的な調査
２．農地の利用状況調査
３．旧辱メーキ芦腕小

雨窯古

４．農地パトロールにより全域の目視調査

農地の利用意向
調査 調査実施時期：１２月、調査結果取りまとめ時期：１月～３月

その他の活動

１．農業委員会の両委員による地権者への指導により、遊休農地の解消及び利用

　

調整を図る
２．年３回（７月、１１月、３月）発行の農委だよりで農地の適切な管理について啓発

　

を図る

活
動
実
績

調査 ２５人 ８月 ～９月

　　　　

１

　　　　

９月～１２月

農地の利用意向
調査

調査実施時期

　

１２月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１月～３月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条

調査数：

　　　　

９２筆 調査数：

　　　　　

０筆 調査数：

　　　　　

０筆

調査面積：

　　　

６．ｌｈａ 調査面積：

　　　　

ｏｈａ 調査面積：

　　　　

ｏｈａ

その他の活動

１，農業委員会の両委員による地権者への指導により、遊休農地の解消及び利用

　

調整を図った（通年）
２．年３回（７月１５日、１１月１５日、３月１５日）発行の農委だよりで農地の適切な管

　

理について啓発を図った

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 農業委員会の両委員の熱心な指導により、目標数値以上の解消に繋がった

活動に対する評価 農業委員会の両委員による指導の強化により、目標数値以上の解消に繋がった



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７８８ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．０９８ｈａ

　

憎

　　　

赴

　　　　　

管内の農地面積（Ａ）

　　　　　　　

違反転用面積（Ｂ）

　　　　

１

　

　　　　　 　
　　　

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　　　　 　 　 　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　

訓

　　　

願

　　

農地パトロール及び農業者等への周知に努めていても、違反転用が発生することがあ

　　

ー米

　　　　

越

　　　

る

　　　

Ｉ
※

　

管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

－
実 績①
１
増減（Ｂ‐①）

ｌ

　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

※

　

実績は、年度末時点の違反転用面積を記入

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
農業委員会の両委員による日常的な監視、転用許可案件の総点検の実施（農地パト
ロール）し、違反転用に対しては京都府と連携し違反の是正を図る

活動実績 農業委員会の両委員による日常的な監視、転用許可案件の総点検を１２月１３日に実
施（農地パトロール）し、違反転用に対しては京都府と連携し違反の是正を図った

活動に対する評価 活動計画どおりの活動を実施したものの、違反転用解肖までは至らなかった

に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

３７件、うち許可

　　

３７件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請書類の確認、農業

委員会の両委員による熱心な調整及び事務局との現地
確認

是正措置

総会等での審議
実施状況 関係法令 客杏甘テ：′登り↓”・′、とに審査

是正措置

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

３７件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ○件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録としてホームページ上で公表

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受動、ら

　

２５日１１処理期間（平均）１

　　

２５日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　

１３件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

申請書類の確認、農業委員会の両委員による熱心な調整及び事務局との現地
確認

是正措置

総会等での審議
実施状況 関係法令・審査基準に基づき議案ごとに審査

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録としてホームページ上で公表

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間 １申請書受理から

　

２５日１１処理期間（平均）１

　　　　

２５日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

１ 法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

１ 法人

　　　

提出しなかった理由

　

不明

　　　　　

対応方針

　　　　

法人に対して報告を行うよう指導を行った

うち報告書提出農地所有適格法人数 １ 法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

１ 法人

　

提出しなかった理由

　

不明

　　　

対応方針

　　　　

法人に対して報告を行うよう指導を行った

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 １ 法人

提出しなかった理由 不明

対応方針 法人に対して報告を行うよう指導を行った

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　

・

　　　

５４件
公表時期

　　

平３１年３月

情報の提供方法：ホームページ上及び農業委員会広報紙で掲載

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
ー息入〕弧」・‐， …▽，，が

　　　

１，０２０件
取りまとめ時期

　　

平成３１年３月

情報の提供方法：ホームページ上及び農業委員会広報紙で掲載

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，０４０ｈａ

データ更新：住基・課税データ照合による更新（年１回）、総会等による承認案件
更新（月１回）、その他随時更新

公表：農地情報公開システム（フェーズ１）で公表

是正措置

※その他の事務
上記口からＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

　　　　　　　　　　　　　　

〈要望・意見〉

　　　　　　　　　　　　　　

農業者等と農業委員会で「地域農業の課題や今後のあり方について」意見交換

　　　　　　　　　　　　　　

を行い、高齢化し地域の担い手が減少している中、守るべき農地と守らない農地

　　　　　　　　　　　　　　

を分け、基盤整備を行い集落で農地を守っていけるようにしていかないと行けな

　　　　　　　　　　　　　　

い。また、特産品をつくり地元農産物が売れるような体制を作って行く必要があ

農地利用最適化等に関する事務

　

る。

　　　　　　　　　　　　　　

（対処内容〉

　　　　　　　　　　　　　　　

農業者等と農業委員会の意見交換会には、京都府、ＪＡ、市農政担当部局も出

　　　　　　　　　　　　　　

席していただいており、農業者及び農業委員会からの要望及び意見として各団

　　　　　　　　　　　　　　

体で受け止めて頂いている。

農地法等によりその権限に属され
〈対処内容〉

　　　　　

た事務

※

　

□～孤の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

く
′′

　

表
一雨参

　　

その他の方法で公表している

　

ＨＰに公表してい

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　

１件

提出先及び提出した

　

意見の概要

農業者が継続的に営農ができるような農業振興対策をされたい。
担い手の確保・育成及び農地利用の集積・集約化を積極的に図られたい。
荒廃農地の解消に対策に努められたい。
新規就農者及び農業後継者の育成の取組を図られたい。
農業振興地域整備計画の総合的な見直しを図られたい。

３

　

活動計画の点検・評価の公表

く
／′

　

表
、
おる

　

その他の方法で公表してぃる

　

ＨＰに公表してい



平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 井手町農業委員会

員会の状況（平成３０年３月３１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 立：ｈａ

　　　　　　　　　　

田

　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園 地 牧草畑

　　　　

計

耕地面積

　　　　　　　　　

１１８

　　　　

６１

　　　　　

１１

　　　　

５０

　　　　　

０ １７９

経営耕地面積

　　　　　　　　

５１

　　　　

２８

　　　　　

１０

　　　　

１８ ０

　　　　

７９

遊 休 農 地 面 積

　　　　　　　　　

３

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

‐

　　　　　

３

農地台帳面積

　　

．

　　　　

１４１

　　　

１２１

　　　　　

９１

　　　　

３０

　　　　　

０

　　　　

２６２

　　　　

１１

　　　　

ｌｏ

　　　　

９１

ける耕地面積を記入

　　　

６１

　　　

２８

　　

１２１

統計における耕
スに基づいて記入

積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
地面積は、農林業センサスに基づいて記入
地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用
又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

状況調査により把握した第３２条第１項

雇饗数１，
農業
善
人ョ

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　

４

基本構想水準到達者

　　　　　

０

認定新規就農者

　　　　　　　

１

農業参入法人

　　　　　　　　

１

集落営農経営

　　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

・

　

呂

　　

担

　

、

　　　　　　　　

０

※農業委員会調べ

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

２３６

自給的農家数

　　　　　　　

１４０

販売農家数

　　　　　　　　　

９６

　　

主業農家数

　　　　　　　

１２

　　

準主業農家数

　　　　　　

１７

　　

副業的農家数

　　　　　　

６７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　

３４９

　　　　　

喬

　　　　

１７４ 基本構想水準到達者

下

　　　　

１０５ 認定新規就農者

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

員会の現在の体制

く農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　

Ｈ ３ ０年

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６月 ２

　

９

　

日

選挙委員 選任委員
合計

定数 実数 農協推薦 共済推薦 土地改良推薦 議会推薦 計

農業委員数

　

認定農業者

　

女性

　

４０代以下

６ ６ Ｉ ｌ ２ ４ ｌｏ

認定農業者 Ｉ ｌ

女性 Ｉ Ｉ

４０代以下

く農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　

日 ３ ３年 ６月 ２９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ２ ２ ２

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　　

１０

　　　

１０

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　

－

　　　　　

１

　　

女 性

　　　　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

　　

４０代以下

　　　　　　　

－

　　　　

Ｏ

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切り替わった場合はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３９年３月現在）

　　　　　　　　　

１７９ｈａ

　　　　　　　　　

ｌｏ．３４ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

５．７７％

，ー－－警裏
－
－藁葺豪華要三。

集積率１

　　　　　　　　

ほ場整備が出来ていない農地（特に井手地区）は集積が進まない。

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

１０．８４ｈａ １１．７６ｈａ １．４２ｈａ １０８％

※１ 集積目標は、活動計画に記

　

した

　

貝面貝を記入
※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が目作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 中間管理事業や利用意向調査の回答結果を活用しながら、利用集積に向けた活動
を実施する。

活動実績 町内の農業生産法人による中間管理事業、利用権設定を活用した新規の農地集積
があったため、年間をとおりして、一定の集積があった。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標を超える面積を集積することができた。

活動に対する評価
主に町内の農業生産法人が行った中間管理事業、利用権設定であるが、制度活用
にあたり、地域の農業委員も生産法人と所有者の間に入り調整を行うことで、円滑な
集積につながった。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　

２８年 ヌ

　　

勿 入 ２９年

　　　

勿 入

　　　　　　

３０年

　　　

参入

　　　　　　　　　　　　　　

１経営体

　　　　　　　　　

１経営体

　　　　　　　　　

１経営体

　

新規参入の状況

　　　

２８年度

　

規参入

　　　　

２９年度

　

規参入者

　　　　

３０年度新規参入者

　　　　　　　　　

が取得した農地面積

　　　

が取得した農地面積

　　　　

が取得した農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０．３ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．３ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．３ｈａ

　　　　　　　　

現状

　

規種痘となる－い手は明確でない。

　　

課

　　　

題

　　

初期投資費用の工面や、農地、作業場所等、地元農業者とのつなぎや情報提供に

　　　　　　　　

ついて、積極的に取り組む必要がある。
※１ 新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を

　

記入し、法入雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

参入目標① 参入実績② 達成状況（②／①×１００）

１経営体 ０経営体 ‐％

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

０．３ｈａ ｏｈａ ‐％

※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 京都府、京都府農業会議、京都やましろ農業協同組合、ジェイエイやましろファーム
等を連携を行い、新規参入者の促進を図る。

活動実績 平成３０年度は当初より明確な新規就農対象者がなく、年度途中も対象者が現れな
かったため、参入につなげることができなかった。

４

　

目標及び活動に対する評価

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

日通い対すスョ縄偏

　　

重南蛸住謄の軒相羨入穿けｎ女

　

Ｈ原刑し川ア想ＰＴ皿

　　　

Ｔ掛りＶＴ瓜“川柳ザハ筆▼小Ｖ仙ｏ

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　　　

　　

　

　

　　

　

　　

　

　　　　　　　　

平成３０年度は当初より明確な新規就農対象者がいなかった。今後やましろファレムの

　

活動に対する評価

　

研修生や、就農に関する相談があった場合、円滑な対応ができるよう関係機関それぞ

　　　　　　　　

れの役割を確認しながら取組を行いたい。



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

課

　　　

題

　　

：

　

農業者の高齢化、後継者府沿い及び他市町村居住による耕作放棄地の増加

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

　

の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） ｌ

　　　　　　　　

ｏ．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．５４ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌｏ８％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２ 解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

１２人 ７月～１０月 １１月～１月

調査方法１錆覆諭者
農地の利用意向
調査

調査実施時期：１１月～１２月

その他の活動

活
動
実
績

農地の利用状況
調査

調合員数（夫数） ｉ】′↓綿時期

　　　　　

ｉ＝含ま★粟取りまとえ

　

二類

１２人 ７月 ～１１月

　　　　　　　　　

１１月～１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月～１２月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　

１月～２月

坐 調査数：

　　　　　　

０筆 調査数：

　　　　　　

０筆

つ

　

Ｒｈ
調査面積：

　　　　

ｏｈａ 調査面積：

　　　　

ｏｈａ

その他の活動

　

２ の

　　

－の

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 一定の達成状況である。

活動に対する評価 通
知のみならず所有者に今度農地をどうするか、積極的に声掛けを行い、働きかける
必要がある。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　　

状
（平成２９年３月現在）

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）

１７９ｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題 農地パトロール及び農業者等へ周知に努めても、違反転用が発生することがある。

※

　

違反転用面積は、活動計画に記載した管内でＲ地法第４条

　

１項又は

　

５

　　

１項の

　

疋

　

に

　

反して

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ－①）

ｏｈａ ｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

　　

活動計画

　　　

通年、現況確認や農地パトロールに合わせて違反転用のパトロールを行う。また、問

　　　　　　　　

題が生じた場合は、早期解決を図るため、京都府と連携し問題解決を図る。

　　

活動実績

　　　

日頃の農地パトロールの実施、農業委員による地域の見回りによる情報提供を受け

　　　　　　　　　

た。

　　　　　　　　　

年ヌは

　

反

　　

１

　

見るこ

　

はまかったが、
‘

　

化 区垣

　　　

地の －用に

　

たり、届出

　

活動に対する評価

　

を行わず造成等を行った事案が見受けられ、農業委員等の声掛けにより顛末書によ

　　　　　　　　　

る対応をおこなった例があった。

詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　　　

６件、うち許可

　　　

６件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 Ｔ，門日，・叡山脅、農地基本台帳、現地確認

是正措置 無

総会等での審議
実施状況 総会での審議

是正措置 無

申請者への審議結果
の通知

実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．・

　

・ｒ

　

Ｊ、：／．”，ろに

　

′・‐

　

．・

　

′、、三井申請者ハ総△寺 ｖノ．－ｗ・口１「木１十ｕ

　

“
明した件数

０件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

是正措置 無

審議結果等の公表
実施状況 事務局にて保管

是正措置 無

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　　

３０日１１処理期間（平均）１

　　　　

３０日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　

４

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請書記載内容、農地基本台帳、現地確認

是正措置 無

総会等での審議
実施状況 総会での審議

是正措置 無

審議結果等の公表
実施状況 事務局にて保管

是正措置 無

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　　

３０日１１ 処理期間（平均）１

　　　　

３０日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１法人

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

１法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０法人

　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０法人

　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０法人

　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 １法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０法人

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

０法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

０法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　　　　

０件
公表時期

　　

平成

　

年

　

月

情報の提供方法：

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
綱島 二．＝↓ｒ」移動等件数

　　　　　

ｏ件
取りまとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成

　

年

　

月

情報の提供方法：

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　

２９２．４４ｈａ

データ更新：住民基本台帳及び土地台帳の情報との照合。突合によるデータ更
新

公表：

是正措置

※その他の事務
上記Ｄから切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

く要望・意見〉

　

－

（対処内容〉

　

－

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

（要望・意見〉

　

－

〈対処内容〉

　

－

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

　　

の他の方法で公表していＨＰに公表している

　　　　

の他の方法で公表し

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

　　　

意見の提出件数

　　　　

０

　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

活動計画の点検・評価の公表

　　

ＨＰに公表している

　

直馨ルの他の方法で公表してい痴声

３

直馨ルの他の方法で公表してい痴声

十

　

一 一
１１



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会 名 ：宇治田原町農業委員会

１

　

農業委員会の状況（平成３１年３月３１日現在）

６９９

　　　　　　

６７ ９２６

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

４２８

自給的農家数

　　　　　　　

２３６

販売農家数

　　　　　　　　

１９２

　　

主業農家数

　　　　　　　

４４

　　

準主業農家数

　　　　　

２９

　　

副業的農家数

　　　　　

１１９

※

　　

林業センサスに基づいて記入

　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　

３６

基本構想水準到達者

　　　　

２

認定新規就農者

　　　　　　

６

農業参入法人

　　　　　　　

Ｏ

集落営農経営

　　　　　　　

Ｏ

　

特定農業団体

　　　　　　

Ｏ

　

・ 呂

　

組

　　　　　　　　

０

※農業委員会調べ

農業者数（人）
農業就業者数
女性
４０代以下

２９７

女性 １２３

４０代以下 ２０

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

－，
，
定数
－
実数
，
農協推薦，共済推薦

－
土地改良推薦，議会推薦－ 計

１ １

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月１９日ｌ

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 ９ ９ ８

新制度に基づく農業委員会

で切り替わった場合はいずれも記載

農業委員

定数 実数
農業委員数 １４ １４

認定農業者 ７

認定農業者に準ずる者 Ｉ

女性 ０
４０代以下 ０

中立委員
｝

　　　　　　

ー Ｉ

＊



□

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

，（半年３月普），高麗艶書≧義談議一喜蔓響１

　　　　　　　　

獣の被害も多く利用集積が進まない。

※１ 管内の

　

地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で

　　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

１２７ｈａ １３０ｈａ ３ｈａ １０２．３６％

※１

　　

負目標は、活動言 画に記

　

しム居二山帆じ記入

※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

※

　

活動実績は、目標の途．聾

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標以上の集積実績を達成した。

活動に対する評価 農地所有者への呼びかけを積極的に行った。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

半々戊加十反対－規参入有数半鳩Ｚ年ｚ駁蔚－規参入侶′数 半月褒３０年抜刷規参入者数

３

　

経営体 ０

　

経営体 ２

　

経営体

平臥の年‘曳ぉ１規参入者
が取得した農地面積

半城Ｚ年伐糊税参入者
が取得した農地面積

半成３０年ｚ頒布－規参入者
が取得した農地面積

０．６５ｈａ ０．ｏｈａ １．７ｈａ

課

　　　　

題 新規参入にあたって、初期投資費用の工面や、経験を積める場の確保

※１ 新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

※２

　　

入

　

間ま、１

　

日に

　

こに劣 入しこ 努 入

　　　

記

※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 利用意向調査の回答結果を活用しながら、利用集積に向けた掘り起し活動を展開す
る。

活動実績 新規認定就農者への貸借斡旋を積極的に展開した。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標の参入数値を達成した。

活動に対する評価 農地所有者への呼びかけを積極的に行った。



Ｎ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

　

課

　　　　

題

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及
農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状
の遊休農地の合計面積を記入

状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

１ 解消目標① １

　

角畔肖実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） １

　　　　　　　

０．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　

ｏ．６ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２０％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入・．・１

　

脳

　　

、は、

　　

戸

　

凹に記

　

しこ

　

マ

　

面

　　

記入

※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容 調査員数（実数） 調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

農地の利用状況
調査

２３人 １０月 １１月

調査刀法１調沓する。
農地の利用意向
調査 調査実施時期：１２月～１月

その他の活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－－．′．田
．取りまとそ

　

↓期

活
動
実
績

農地の利用も二、ｉ元
調査

天、労

　　　　　　　　　　　　　　　

一．′．甲取りまとそ

　

↓朗

２３

　

人 １０月

　　　　　　　　　　　

１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １０月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　　

１１月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条
調査数：

　　　　

１２３筆 調査数：

　　　　

０

　

筆 調査数：

　　　

０

　

筆

調査面積：

　　

６．７

　

ｈａ 調査面積：

　　　

ｏ

　

ｈａ 調査面積：

　　

ｏ

　

ｈａ

その他の活動

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標以上の解消が達成できた。

活動に対する評価 売買に際して、売り手および買い手への積極的な働きかけを行った。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績
実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

０．２ｈａ ０．ｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画

活動実績 違反者に直接面会し、是正に関する指導を行った。

活動に対する評価

にハ帯の二ｒＷ Ｔ期完見・不、”、；－の止のために何月に何日伊」を行ったのか等



孤

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　

１２件、うち許可

　　

１２件及び不許可

　　　

０件）

点検項目 具体的な内容

審査基準を踏まえた審議

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説

　　　　　　　　　

１２件明した件数

２

　

農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　

６

　

件）

点検項目 具体的な内容

　　　　　　　　

実施状況

事実関係の確認

　　　　　　　　

是正措置

　　　　　　　　

実施状況

総会等での審議

　　　　　　　　

是正措置

　　　　　　　　

実施状況

審議結果等の公表

　　　　　　　　

是正措置

　　　　　　

実施状況
処理期間

　　　　

是正措置

農業委員、烹
．」刊票目嘘′し肌ーネ昌按ｉ‘^

　　　

昌ｒトス田＝－」台Ｆよび申
請書類その他参考資料による審査

許可基準を踏まえ、事業内容・立地状況等を総合的に判断

議事録の公表

　

′ ′ ′
′ ′ ′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー
標準処理期間

　

申請書受理から２８日

　

処理期間（平均）ｆ

　

禰 ｒ２８首

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
ついて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

２

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

法人

　　　

提出しなかった理由

　　

／／／
／／／
／／／
／／／
／／／
／／／
／／／

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ２

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　　

法人

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　　

法人

　

提出しなかった理由

　　

／／／
／／／
／／／
／／／
／／／
／／／
／／／

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　

ｏ 件
公表時
薯成

　

年

　

月

情報の提供方法：

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

農地台帳の整備

実施状況

是正措置

実施状況

是正措置

調査対象経＝リ…；“数 ７０

　

件
取りまとめ時期

　　

平成３１年２月

情報の提供方法：「農竪，，＝剛‐一団・借賃等調査」により、京都府および国へ情
報提供

　　　　　　

／′／／／′

／′／／′′整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６１１

　　

ｈ

データ更新：随時

※その他の事務
上記□から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

安望．愚兄ノ

　　　　　　　

なし

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　

た事務

　　　　　　

なし

〈対処内容〉

※

　

１１～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

狐

　

事務の実施状況の公表等

　

１

　

総会等の議事録の公表

ＨＰに公表している

閲覧に供している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　　

０件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

く
÷′／－

　　　

表

　　

一一＼
／
＞ その他の方法で公表している

　　　

ＨＰに公表している



３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

　　　　　　　　　　　　　　　

農 業 委 員 会 名 ： 木津川市農業委員会

状況（平成３１年４月１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ 立ｈａ

　　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面積

　　　　　　　　　　

９１８

　　　　

５５５

　　　

－ －

　　　　　

－

　　　　　　

１４７３

経営耕地面積

　　　　　　　　

３５１

　　　　

２００

　　　　

１９０

　　　　

１０ ５５１

遊 休 農 地 面 積

　　　　　　　　

４６．１

　　　

１５．４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６１．５

農 地 台 帳 面 積

　　　　　　　

１，０８４

　　　　

７４１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，８２５

ける耕地面積を記入

は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項
２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　

農業者数（人）

農業就業者数

　　

１，１７９

　　　　
　　

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　

１，３４２

自給的農家数

　　　　　　　　

５５４

販売農家数

　　　　　　　　　

７８８

　　

主業農家数

　　　　　　

１１０

　　

準主業農家数

　　　　　

１５１

　　

副業的農家数

　　　　　　

５２７

※

　

農林業センサスに基づいて記入

　　　　　　　　　

経営数（経営）

認定農業者

　　　　　　　　　

２６

基本構想水準到達者

　　　　

９

認定新規就農者

　　　　　　　

４
農業参入法人

　　　　　　　　

１

集落営農経営

　

特定農業団体

　　

・ 営

　

組織

※農業委員会調べ

　　

※ 農林業センサスに基づい
１５１

　

て記入。

農業委員会

　　　　　

１任期満了年月日

　　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

ー ， 者
，
定数
，
実数
－
農協推薦－共済推薦」

，
±地改良推薦－議会推薦

－Ｅ
計
１

ヒ

　

ー

　　

認定農業者

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

農業委員会

　　　　

１任期満了年月日

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｒ 元

　

年

　

０

　

９月

　

３

　

０日

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員 １９ １７ Ｉ

農業委

定数
１７

３

３

０
Ｉ

、ずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　

（平成３１年４月 現在）

　　　　　　　　　

１，４７０ｈａ

　　　　　　　　　

６４．９ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

４．４１％

　　 　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　　　　　

を増やさないためにも、農地の利用集積を推進する必要がある。
※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で※２

　

これまでの

　　

面積は、活動言画に記

　

した－い手 認

　　

業者及び

　　

委員会法施行規則第１０条で

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績

　

② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

１３９．３ｈａ ６４．９ｈａ １０．ｏｈａ ４６．６０％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入
※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入
※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画

担い手への農地集積が進んでいる地域は、担い手の意向を踏まえた農地の集約化の
ための利用調整・交換と利用権の再設定を促進する。
中山間等の農地の区画・形質が悪く、担い手が少ない地域では、農地中間管理機構
による簡易な基盤整備の活用と併せて営農の組織化・法人化、新規参入者の受入促
進等、地域に応じた取り組みを行う。

活動実績 ６月と１２月の利用集積計画の設定に併せて、担い手への農地集積を行うため、利用
権の新規設定及び再設定を推進した。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 妥当である。

活動に対する評価 引き続き、農政課等関係機関との連携による活動が必要である。



ｍ

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

←

　

．・一．－

　

”ス 文言半 ←↓刈；；入者数 －′頬裾鼠入有数

１経営体 ０経営体 ２経営体

‘Ｃ．：．ｎポｉ１呪】多・′ハ．口
が取得した農地面積

＾^ ← ・

　　

′入者
が取得した農地面積

＾^ｆｒ亥葛だボ入者
が取得した農地面積

０．４ｈａ ０．ｏｈａ ０．９ｈａ

課

　　　　

題
農家の高齢化や後継者不足による離農が増加しており、担い手の育成及び確保が
必要である。

※１ 新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

　　

参入目標①

　　　　　　

参入実績②

　　　　　

達成状況（②／①×１００）

１掘喜 入幸
福状況④／－－
１

　

参入目標面積③

　　　　

参入実績面積④

　　　　

達成状況（④／③×１００）

※１ 参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入
※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入※２

　

参入実績は、１年間に新たに参入した

　

規参入

　

数を記入
※３

　

参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 青年就農給付金等、農政課との連携により制度の周知及び担い手の育成を図る。

活動実績 青年就農給付金等、農政課との連携により制度の周知及び担い手の育成を図った。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 妥当である。

活動に対する評価 引き続き、農政課との連携による活動が必要である。



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

　

］

　　　

、

　　　

鮭田且百

現

　　　

状
（平成３１年４月現在）

営内の蔑ん国糟「ＡＩ

　　

１

　

・仲．・且ｒルＴ富（Ｂ）

　

１

　

割合（Ｂ／ＡＸＩＵＵ；

１，４７ｏｈａ

　

ー

　　　　　

６１．５ｈａ

　

１

　　　　　　　

４．１８％

課

　　　　

題 利用状況調査の精度向上と、規定に沿った均一な指導の徹底。
※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１号
の遊休農地の合計面積を記入

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２．ｏｈａ

　　　　　　　　　　　

△１．３ｈａ

活
動
計
画

農地の利用状況
言周杏

１７人 ８月～９月 １０月

－－ｎ依 １夢重点的‘こ仝筆目ネ日・

農地の利用意向
調査 調査実施時期：１１月

その他の活動

活
動
実
績

農地の利用状況
調査

査員数（実数） 調査実施時期 査結果取りまとめ時期
１７人 ８月～９月 １０月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月 調査結果取りまとめ時期 １２月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条

調査数：

　　　　　　

筆 調査数：

　　　　　　

筆 調査数：

　　　　　　

筆

調査面積：

　　　　

ｈａ 調査面積：

　　　　　

ｈａ 調査面積：

　　　　

ｈａ

その他の活動

４

　

目標及び活動に対する評価

　

目標 対する評価 １季題蓄況調
査の実施要綱こ基づいて調査を行った結果、荒廃農地の新規発見に繋１

１

　　　　　

１
かつんｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

活動こ対する評価 鯛 饗 覇 罰墨書実行薄嬢電報書
きた。荒廃農地面積縮小のためには・さらに



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

　

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成３１年４月現在）

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）

１，４７０ｈａ 調査中

課

　　　　

題 違反転用の早期発見と共に、関係機関と連携をとり早期是正を図る必要がある。

※

　

違反
ー用面 貝は、活

　

言 画に記

　

しこ

　　

で ４

　　

１

　

又キ

　　

５

　　

１′の

　　　　

こ遅

　　

て

　

転用されている農地の総面積を記入

２ 平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ‐①）

ｈａ ｈａ

※

　

ｒ

　　

・

　　　

爪

　　

ＨのＴ犀ー

３

　

活動計画・実績及び尋平価

詳細かつ具体的に記入



Ｗ

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数；

　　　

３４件、うち許可

　　

３４件及び不許可

　　　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請書類の内容確認及び委員立会いによる現地確認

是正措置

総会等での審議
実施状況 申請者の耕作状況や営農状況を踏まえて審議を行う

是正措置

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

３４件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録による

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請謡 勘）ら

　

３ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

２５日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

　

（１年間の処理件数：

　　　

５件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

　　　　　　　

及び委員立会いによる現地調査

是正措置

総会等での審議
実施状況 転用許可基準等に照らし合わせ、転用計画の必要性・妥当性、

　

隣接地への被害防除等を踏まえて総合的に審議する。

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録による

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から

　　

３０日１１ 処理期間（平均）１

　　　　

２５日

是正措置



３

　

農地所有適格法人からの報告への対応

点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

管内の農地所有適格法人数 ７

　

法人

うち報告書提出農地所有適格法人数 ７

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　　

‐

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況について

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員
会が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人
敦

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

声

　

“．●・Ｌ士ふｎ

　　　

一一′．
実施状況

調査対象賃貸借件数

　　　

瞬 １公表時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法：「農地の権利移動・貸借等調査」により府・国へ情報提供を
行った。

豊三，日

　

，，１月十腿Ｊノｗ明王ユ
供

是正措置

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

　　　　　　

姐件 １取り
まとめ時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３１年３月

情報の提供方法；「農地の権利移動・貸借等調査」により府・国へ情報提供を
行った。

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積
１，８２９ｈａ

データ更新：

公表：全国農地ナビによる公開

是正措置

※その他の事務
上記虹から切に掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



Ｗ

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

〈要望・意見〉

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属された

　　　　　

事務

〈要望・意見〉

〈対処内容〉

※

　

□～Ｗの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

１

　

総会等の議事録の公表

そ

－

の他の方法で公表している

　　　　　

ｌ

ｔＪＤに公表１ず．・ス

　　　

その他の方法で公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　　

件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

　

－ｒ

　

ー

　　

１ ［い ・

　　　

， ｍ
′１ｈ，ｒハ

　

．字メ ド

　

，，ＨＰに公表している



（別紙様式２）

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都

　

道

　

府

　

県

　

名 ： 京都府

農 業 委 員 会名： 笠置町農業委員会

農業委員会の状況（平成３１年４月１日現在）

１

　

農業の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立：ｈａ

　　　　　　　

田

　　　　　

畑

　　　　

普通畑

　　

樹園地 牧草畑

　　　　

計

耕 地 面 積

　　　　　　　　　　

３３

　　　　

２４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５７

経営耕地面積

　　　　　　　　

７

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

８

遊 休 農 地 面 積

　　　　　　　

０．８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ ０，８

農地台帳面積

　　　　　　　　

３７

　　　　

１９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５６

※１ 耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３

　

遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第３２条第１項

　

第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

　　　　　　　　

農家数（戸）

総農家数

　　　　　　　　　　

８２

自給的農家数

　　　　　　　　

６４

販売農家数

　　　　　　　　　

１８

　　

主業農家数

　　　　　　　

Ｏ

　　

準主業農家数

　　　　　　

４

　　

副業的農家数

　　　　　

１４

※

　

農林業センサスに基づいて記入

）

　　　　　　　　　　　

経営数（経営）

４１

　

認定農業者

　　　　　　　　　　　　

Ｏ

１６

　

基本構想水準到達者

　　　　　　　　

０

０ 認定新規就農者

　　　　　　　　　　

０

い

　

農業参入法人

　　　　　　　　　　　

０

　　

集落営農経営

　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　　

特定農業団体

　　　　　　　　　　

Ｏ

　　　　　

呂

　

糸岨

　

、

　　　　　　　　　　

Ｏ

　　

※農業委員会調べ

※ 農林業センサスに基づい
て記入。

２ 農業委員会の現在の体制

旧制度に基づく農業委員会 １任期満了年月日

　

Ｈ

　　

年

　　

月

　　

日１

　　　　　　　

選挙委員

　　　　　　　　　　　　　

選任委員

　　　　　　　　　　　　

合計

農業委員数

ー 騨
－
定数
－
実数
－
農協推薦１共済推薦－±地改良推薦１議会推薦

主
計 Ｉ
Ａ Ｉ

　　

認定農業者

　　

女性

　　　　　　　　　

－

　　

４０代以下

１任期満了年月日

　

Ｒ

　

２年 ７月１９日１新制度に基づく農業委員会

　　　　　　　　　

農業委員

　　　　　　　　　

定数

　　

実数

農業委員数

　　　　　　　

１０

　　　

１０

　　

認定農業者

　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　

認定農業者に準ずる者

　　　　　

－

　　　　　

０

　　

女 性

　　　　　　　　　

－

　　　　

Ｏ

　　

４０代以下

　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

　　

中立委員

　　　　　　　

－

　　　　　

Ｉ

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切

定数 実数 地区数

農地利用最適化推進委員

り替わった場合はいずれも記載



ロ

　

担い手への農地の利用集積・集約化

１ 現状及び課題

　　　　　　　　　　　

目

　

の

　

地面 貝 これ

　

での

　

貝面 貝

　　　　　　　　

鮮

　

（平成３１年４月現在）

　　　　　　　　　　

５７ｈａ

　　　　　　　　　　

ｏｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ％

　

旧

　　　

聾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　

集 積 率

　　　　

’
兜

　　　

仇

　　

ー

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　

　

　

　

　

　

　　

課

　　　

題

　　

本町の農地条件や過疎化等により、担い手の確保は厳しい状況にある。

　　　　

Ｉ

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第１０条で※２

　

これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定

　

業

　

及び

　

定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

集積目標

　

① 集積実績 ② （うち、新規実績） 達成状況（②／①×１００）

０．３ｈａ ｏｈａ ｏｈａ ０％

※１ 集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入
※２

　

集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３

　

新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、

　

担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 利用集積の制度を３月に発行する広報誌等を利用し広く周知する。

活動実績 新たな担い手確保はできなかった。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価
新たな担い手確保はできなかったが、定期的に検討することで制度を再認識すること
ができた。

活動に対する評価
今後は、農業委員会だより等を活用した啓発活動に取り組み、さらに農地の利用集積
を図る。



皿

　

新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１ 現状及び課題

新規参入の状況

０

　

経営体 ０

　

経営体 ０

　

経営体

が取得した農地面積 が取得した農地面積 が取得した農地面積

ｏｈａ ｏｈａ ｏｈａ

課

　　　　

題
農家の高齢化や後継者不足当により、地域の農業を担う者が減少しており、地域の
状況に応じた担い手を育成・確保することが必要である。

※１

　　　

ク入

　

′ は、Ｉ口

　　

ー凹ｉＬ庫朝しこ

　

記入し、法人雇用や親元就農は含まない。
※２

　

新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

参入目標① 参入実績② 達成状況（②／①×１００）

１経営体 ０経営体 ０％

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

０．３ｈａ ｏｈａ ０％

※２

　

参入実績は、１年間に新たに
※３

　

参入実績面積は、上記で記入

３

　

目標の達成に向けた活動

活動計画 関係機関と連携し、年間を通じて新規参入希望者への相談等を実施する。

活動実績 新規参入希望者がなかったため、相談等を実施できなかった。

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標どおりの参入が確保できなかった。

活動に対する評価 参入目標を達せできるよう、今後も関係機関と連携し、新規参入者の相談等を実施す…



Ｗ

　

遊休農地に関する措置に関する評価

５７．８ｈａ

　

ｌ

　　　　　

ｏ．８ｈａ １．３８％

課

　　　　

題

※１ 管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と

　

農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第３２条第１項第１

　

の遊休農地の合計面積を記入
号

※２

　

遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調査により

　

把握した第３２条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

２

　

平成３０年度の目標及び実績

ー

　

解消目標① →

　

解消実績②

　

１
達成状況（②／①×１００） １

　　　　　　　

０．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏ．ｌｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０％

※１ 解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２

　

解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

活
動
計
画

措置の内容

農地の利用状況
調査 調査方法１８月～９月にかけて、農業委員が各担当地区の実態把握を行う。

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１１月

その他の活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」舎山；、ムシまとめ－※；

活
動
実
績

農地の利用状況
調査

調査員数（夫数） 編も三” ・期
１０人 １０月

　　　　　　　　　　　　

１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 １１月 調査結果取りまとめ時期

　　　　　　　

１月

第３２条第１項第１号 第３２条第１項第２号 第３３条

調査数：

　　　　

０

　

筆 調査数：

　　　　

０

　

筆 調査数：

　　　　

０

　

筆

調査面積：

　　　

ｏ

　

ｈａ 調査面積：

　　　

ｏ

　

ｈａ 調査面積：

　　　

ｏ

　

ｈａ

その他の活動

３

　　

２ワワ

４

　

目標及び活動に対する評価

目標に対する評価 目標達成することができなかった。

活動に対する評価 目標達成することができなかったが、新たな遊休農地発生防止のため、パトロールを実施する。



Ｖ

　

違反転用への適正な対応

１ 現状及び課題

現

　　　

状
（平成○０年０月現在） ５７ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏｈａ

農地を転用するには、許可及び届出が必要であることの周知。課

　　　　

題

１項又は第５条第１項の規定等に違反して※ 違反転用
転用され

２

　

平成３０年度実績

実

　　　

績① 増減（Ｂ－①）

ｏｈａ ｏｈａ

３

　

活動計画・実績及び評価

活動計画
違反転用の発生を防止するため、農業者等への周知に努め、農地パトロールを徹底す
る。

活動実績 計画どおりパトロールを実施できた。

活動に対する評価 計画どおりパトロールを実施できた。

に記入



孤

　

農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

　

１

　

農地法第３条に基づく許可事務

　　

（１年間の処理件数：

　　　　

件、うち許可

　　　

件及び不許可

　　　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請書類での確認及び担当農業委員と事務局による現地確認と報告

是正措置

総会等での審議
実施状況 法令に基

づく許可基準を満たしているか等を現地確認報告から確認し、必要な
場合は事務局が補足説明をおこない審議

是正措置

申請者への審議結果
の通知

実施状況

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

件

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 件

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録の縦覧

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間 １申請書受理から３０

　

日１１処理期間（平均）ｒ

　　　

２０

　

日

是正措置

２

　

農地転用に関する事務 （意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：

　　　　

件）

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況 申請書類での確認及び担当農業委員と事務局による現地確認と報告

是正措置

総会等での審議
実施状況 法令に

基づく許可基準を満たしているか等を現地確認報告から確認し、必要な
場合は事務局が補足説明をおこない審議

是正措置

審議結果等の公表
実施状況 議事録の縦覧

是正措置

処理期間
実施状況 標準処理期間１申請書受理から３ｏ日１１処理期間（平均）１

　　

２ｏ 日

是正措置

３

　

農地所有適格法人からの報告への対応



点検項目 実施状況

農地所有適格法人からの報告に
ついて

管内の農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　

法人

　

うち報告書提出農地所有適格法人数

　　　　　　　　　　　　

０

　

法人

　

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

　　

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

　　

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　　　

提出しなかった理由

　　　　

対応方針

うち報告書提出農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

　　　　　　　

０

　

法人

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

　　　　

０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

　　　　　　

０

　

法人

　

提出しなかった理由

　　　

対応方針

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数 ０

　

法人

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０

　

法人

提出しなかった理由

対応方針

農地所有適格法人の状況につい
て

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとる‐二さ」とを勧告した農地所有適格法人数

０

　

法人

対応状況

４

　

情報の提供等

点検項目 具体的な内容

賃借料情報の調査・
提供

実施状況
調査対象賃貸借件数

　　　　　　

ｏ

　

件
公表時
未
期
定

情報の提供方法：

是正措置 情報提供できるだけの賃貸借件数がないため、近隣の状況を把握し検討する。

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況
三台↓・；４

“ ”” ”納Ｍ皿

　　　

１

　

件
取りまとめ時期

　　

平成３１年

　

２月

情報の提供方法：事務局に備え付けている

是正措置

農地台帳の整備
実施状況

整備対象農地面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５６

　

ｈａ

データ更新：定期的に更新

公表：全国農地ナビ

是正措置

※その他の事務
上記□からＷに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。



孤

　

地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

農地利用最適化等に関する事務

〈要望・意見〉

（対処内容〉

農地法等によりその権限に属され

　　　　　

た事務

〈要望・意見〉

〈対処内容）

※

　

□～班の事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

皿

　

事務の実施状況の公表等

　

１

　

総会等の議事録の公表

そ
農
で公表している

　　　

１

　　

議事録の閲覧

ＨＰに公表している

　　　

その他の方法で公表している

２

　

農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数

　　　　　

０件

提出先及び提出した

　

意見の概要

３

　

活動計画の点検・評価の公表

ー

　　　

表

　　

］ その他の方法で公表している

　

ＨＰに公表している


